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Ⅲ. 経営管理論における人間観と組織観の変遷
むすびにかえて
はじめ に
これまで数多くの研究者たちが，経営という経験対象から人間（個人・集
団），職能，組織（企業），技術などといった認識対象を抽出し，経営に関す
る概念，理論，原則そして技法を創り出してきた。われわれがこれらの総合
体系としての学問である経営学の性格を把握しようとするには，まずそれが
何を研究対象としているか，どのような視点，接近法（アプローチ）に基づ
いているのかを明らかにする必要がある。本稿で取り上げようとするアメリ
カ経営学の性格については，一般的に，管理論・組織論中心の経営学である
との指摘がなされている1）。それは，経営学が，工場の管理や組織の問題を研
究対象として生成し，それを中心とする研究で発展を遂げてきたという経緯
があるからである。具体的には，アメリカにおける1870 年代から1890 年代
にみられた経済不況の激化，企業合併の激増，移民労働者の企業への参入，
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労働組合運動の展開といった，企業を取り巻く経済・社会労働問題が，管理
や組織への関心を呼び起こしたのである。こうしてアメリカ経営学は，当時
の経営者や管理者の実践上の必要性から，必然的に実用主義的な色彩の濃い
ものとなった。とくに管理論は工場をその研究対象としたため，一般的な管
理論ではなく経営管理論 （businessmanagement;businessadministra-tion
）として成立することとなった。
このような性格をもつアメリカ経営学が，学として成立してわずか百数十
年しか経過していない。しかしその発展はめざましく，その史的展開を体系
的かつ科学的に概観し，理解するには，いくつかの接近法（研究方法）かお
る2）。
そこで本稿は，経営管理論における人間観や組織観の変遷をたどるため，
まず最初に，その展開を①伝統的アプローチー成行管理・科学的管理・管理
職能・原則論－（1880 年代～1920 年代），②人間関係論的アプローチ一人間
関係論－ （1920 年代～1940 年代）， ③行動科学（現代人間関係論）的アプ
ローチーリーダーシップ論・動機づけ論－（1940 年代～1960 年代），④現代
的アプローチ一行動科学的意思決定論・環境適応論・経営戦略論－（1940 年
代～現代卜 という大枠でとらえることにした。というのは，①では仕事の組
織づくり，②と③では人間の組織づくり，そして④では人間のための仕事の
組織づくりが中心課題であったからである。換言すれば，それは仕事の合理
性と人間への配慮といった二次元で，管理の関心という“振り子”がいずれ
に振れているかという視点での整理の仕方が便利であったからである。
このように本稿では，経営管理（組織）論の史的展開とその過程での各パ
ラダイムにおける人間観と組織観の変遷をみるのだが，その手順としては，
上で述べたような接近法に区分し，その枠内で代表的な学説を吟味してい
く。この際次のようないくつかの問題意識をもって検討することにする。
①人間観と組織観が形成される背景となった組織環境
②とくにその時代時代の中心的課題（パラダイム）とその解決者
③その時支配的であった経営管理論における人間観と組織観
それでは以下，経営管理の代表的な学説を取り上げ概観してみよう。
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注1
）権泰吉教授（明治大学）は，経営学が本質的に社会労働を研究対象としている以
上，管理・組織問題抜 きに は内容的 に成立せず，この意味で，管理・組織問題が
とくにアメリカ経営学だけの研究対象ではなく， ひろく経営学 の中心課題であ
ると述べている。権泰吉「アメ リカ経営学 の性格と主要学派」『明治大学経営学
研究所JVol.27,No.2,1979 年,p.44.2
』一つは，研究者の著作や論文を中心とする「文献考証史的方法」，次に，その理
論が生じた歴史的， 社会的， 経済的背景との関連あ るいは生成の必然的要請を
解明 する「因果関連史的方法」（工藤達雄『経営管理論の史的展開』学文社,1981
年，p.6. ）。三つ目には，これまでにあ らわれた主要な管理学説の方法に関する
内面的発展 の関連を把握する「方法史的方法」（雲嶋良雄『経営管理学の生成』
同文舘,1964 年.p よ）。四つ目は，ヒックス（H.G.Hicks ）やレン（D.A.Wren ）
らにみられるように, ①科学的管理以前の時代一 初期の管理思想の時代， ②科
学的管理の時代, ③人間関係論の時代－「社会人」の時代, ④精緻化・拡大・統
合（行動科学）の時代一現代，という管理思想を基準とした「時期区分の方法」(H.G.Hicks,TheManagementofOrganization,McGraw-Hill,NewYork,1967,pp.336-340.D.A.Wren,TheEvolutionoftheManagementThoug-hts,2nd.ed.,JohnWiley&Sons,Inc.,NewYork,1979.D.A.
レン『現代経営
管理思想－ その進化の系譜－ （上）（下）』（車戸賓監訳）マグロウヒル社，1984
年）。 そして五つ目は，四つ目とほぼ同 じだが， クーンツ（H.Koontz ）の学派分
類にみられるように，学派の発展過程を「時系列的にとらえる方法」がある（H.Koontz,"TheManagementTheoryJungle",JournaloftheAcademyofManagement.Vol.4
，No.3,Dec,1961,pp.174-188."TheManagementTheoryJungleRevisited",TheAcademyofManagementReview,Vol.5,No.
・2,Apr..1980,pp.175-185 ）。
経営管理論の史的展開を概観するための指 標として学派の系譜がある。 もっ
とも言及され引用されているものにハロルド・ クーンツの学派分類がある。 そ
れは， フ ァヨールを始祖とする管理原則論が管理過程論を経て， 隣接諸科学の
知識を取 り入れたオペレーショナル・アプローチを中心に， その他のアプロ ー
チの分化 の過程を時系列的 に整理 している。 その進展 の様を “マネジメントの
ジャングル化” とクーンツが呼んだことはあまりに も有名である。 これについ
ては次のような文献が詳しい。 島弘 「H. クーンツの経営学 の学派分類と現代経
営学」『企業会計JVol.81,No.1,1981 年,pp.121-128. 岩永宏治「アメリカ経
営学の『学派』分類について」『経営論集』明治大学経営学研究所,Vol.28,No.2,1980
年,pp.177-197.
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I 管理への関心の高まり
1. 科学的管理の前史18
世紀後半から19 世紀初頭にかけてイギリスを中心として起こったいわ
ゆる産業革命も，アメリカでは1880 年代に入ると終焉をむかえる。激しい機
械化競争の結果，産業には未発達とはいえ工場制度が登場する。単に人力
（マンパワー）に取って代わるような機械を導入した工場では，それほど生産
速度と生産高を向上させるには至らず，まだまだ大量生産には，より多くの
機械と労働力を投入する必要があった。とはいえ，生産工程の技術の進展に
より，生産性向上の可能性は残されていた。例えば，金属製造業では，工場
内の作業の統合が，また金属加工業では，作業工程の専門化と細分化が生産
性向上の鍵であった。実際，金属製造業では，熔鉱炉，圧延工場，仕上げ工
場を統合して，また金属加工業では，機械，組織設計，経営実績を改善して
生産性向上を企てた。こうした費用低減の要請と組織設計の改良への関心
は,1873 年の経済恐慌を契機として高まった。さらにこの激しい不況により
トラストが結成され，1880 年代には大規模な統合企業が誕生することにな
る。さらに1890 年頃の不況期の後に合同運動が起こり，企業合併があらゆる
産業で行われるようになった。その原因は，①不況によるカルテル維持が難
しいこと, ②カルテルは非合法だが，持株会社が合法であること，③企業家
や出資者たちが，合併により多大な利益が得られること，にあった1）。
こうして巨大化した統合企業は，金融市場から資金の調達をする必要に迫
られたい企業への大量の資金の流入は，株式所有権の分散化を意味する。経
営の実権がこれまでの資本家・出資者の手から，俸給者である専門経営者の
手へと移る，いわゆる「所有と経営の分離」が起こったのである。これに加
えて，東欧や南欧からの言語・風習・習慣の異なる雑多な不熟練移民の労働
市場への参入と,1886 年のアメリカ労働総同盟（AmericanFederationofLabor<A.F.L.
〉）の結成にみるように，労働組合運動の活発化により，「管
理への関心」がいよいよもって高まるのである。こうした企業の外部環境要
因だけでなく，企業内部要因によっても「管理への関心」が喚起される。つ
まり, ①万能機械から単能機械への転換, ②未熟練労働者の増加と熟練の高
度化, ③管理業務の量的増加と質的複雑化が起こったのである2）。それではこ
の管理の合理化の担い手としてその任にあだったのは誰であったのだろう
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か。それは機械技師（mechanicalengineer ）たちであった。彼 らの本来的 な
職務 は，生 産の組織的合理化 による生産能率の向上 にあ ったが， 多数 の未熟
練労働者の作業場 への流入 によって√工場管理者を兼務す ること にな った。
その結果，経済合理性 の観点 か ら生産能率を取り上げざ るを得な くなり，工
場会計的な仕事をす ることとな った。 つまり経営者 は機械技 師に会計士的 な
能力 を要求 したのであ る3）。
科学的管理の前史あるい は萌芽 期と もいうべき1860 年 代か ら1900 年代 に
かけて，企業 は，企業家企業 として資本家の手 にあった。一方労 働市場に は，
手工業的道具や機械 を巧 みに使う一 部熟練工 と， 大量 の移民 を含 む不熟練工
が存在した。 とくに，欧州 からの移民 は，本国（出生地）か ら離 れて 「見知
らぬ土地で労 働を始 めると， まったく別人のように過度 の搾取」 に堪えた4）。
このことが，当時 のアメリカ経済 の発達に大 いに貢献 した。 機械 が登場して
くるまでは，労働者 は道具や自 らの肉体を用いて作業 して きた。 しかし，産
業 革命の影響 によ る機械力 の産業 への導入 により，労働が分業化， 細分化 さ
れ， 伝習的 な秘伝として生 理的肉体的作業 と動力 にこめられて いた熟練が解
体され, 機械へと代位 していった。ここでの管理・監督者 であ る機械技師 は，
すでに述 べたように生産 の組織的合理性 と経済合理性を追求 することに関心
を もっていたが，彼 らが経営管理 的職能 として，い までいうところ の人事管
理（personnelmanagement ）を実践してはいなかった。つ まり，人的資源
の利用とその組織化 は，古 くからみられたとはいえ， 独立した ものとして現
れて きていなか ったのであ る。南北戦争 の終結（1865 年）から20 世紀初頭に
か けて，かなり の企業規模 の増大 があり， 各部門が専門職として， 財務，会
計，生産そして新し く誕生 した販売－ マーケティングを担当していた。 当時
この3 部門 がもっと も一 般的な部門 であった。 人事部門 の出現 は， ビジネス
の発展と，あいつぐ経営 管理 の専門家 の登場によって促進されるのを待つこ
とになる。
2. 科学的管理の時代1873
年の経済恐慌,1886 年のアメリカ労働総同盟（AFL ）の結成,1890 年
のシャーマン反トラスト法（theShermanAnti-trustAct ）の成立，さらに
は1890 年代中頃の不況とアメリカの産業を取り巻く経済・社会労働環境は
目まぐるしく変化した。こうした中で，産業は，経済不況を克服するために，
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トラストやカルテルによる合併・統合を行った。工場では，多くの機械の導
入と大量の未熟練労働者の流人により，費用概念をもつことを要求された機
械技師といった新しい工場管理者が登場した。作業場では，機械の導入によ
り，手工業的作業者が伝習的秘伝である熟練を解体されレ機械の操作者へと
代位させられていった。こうして作業場は，人間と道具の未分化状態の場か
ら，人間と機械の分化状態の場へと移っていった。ここに作業場は科学の適
用の可能性を生じさせた。この工場や作業場において，管理の新しい組織
的・科学的方法を開拓したのが，上述した機械技師たちであった。彼らは，
組織設計の改良に努めたが，それはなかなか生産能率の向上に結びつかな
かった。それは，当時の賃金制度が，請負給，日給，そして単純出来高給を
採っていたために，一時的に生産能率を向上させ高賃金を獲得しても，しば
らくすると賃率が引き下げられることとなり，それに対抗するため，労働者
は，組織的怠業といわれる生産制限を行っていたからである。
そこで機械技師協会は，労働力の最高能率化を図るために，従来の賃金制
度を改革しようとした。その背景となった要因には次のようなものかおる‰
①高賃金が低原価をもたらす可能性があったこと。
②日給制や単純出来高給制に組織的怠業を生じさせる致命的欠陥があるこ
とがわかったこと。
③労働者の創意を獲得するために賃金の刺激性を利用しようとする傾向が
あったこと。
④新しい賃金制度によって新しく起こってくる労働問題とこれまでの能率
問題を一挙に解決しようとしたこと。
また，人的資源の有効活用によっ七, 生産性の極大化を図るための技術開
発におおいに関心をもつ機械技師たちは，選抜，訓練，金銭的刺激によって
かなり高水準の生産性向上が達成できると考えていた。彼らは人事部門の形
成にほとんど興味をしめさなかったが，従業員の選抜・教育訓練の方法，そ
して適正な報酬プログラムの開発に，経営管理者が注意を払う必要があるこ
とを訴えた。この初期のIE （IndustrialEngineering ）アプローチの主たる
内容は，従業員を満足させ，かつ効率よぐ働かせるために，物的条件，作業
方法そして金銭的刺激を増大させる方法を開発することに力点が置かれてい
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だ。 こ うし た研 究 に携 わ っ た機械 技 師 たち の中 で たぶ ん 最 も有 名 な の が フ レ
デ リッ ク・ ウ ィ ンス ロ ー・ テ イ ラ ー （FrederickW.Taylor ） で あ ろ う。 彼
は， 科学 的 管 理 の 父 あ るい は伝統 的 経営 管理 論 の創始 者 と 呼 ば れて い る。 彼
の業 績 に関 して は， こ れま で いろ い ろ な角度 か ら数 多 く の研 究 が なさ れて き
た。 しか し最 近 に な っ て， 現 代 の生 産 と労 働 と い っ た視点 か ら， 再 び科学 的
管 理 への関 心 が 高 ま って きて い る6）。
注1
）A.D.ChandlerJr.,"TheUnitedstates:EvolutionofEnterprise",inPeterMathiasandM.M.Postaneds.
，TheCambridgeEconomicHistoryofEurope,Vol.7,CambridgeUniversityPress,1978,p.110.A.D.
チャンドラー
『チャンド ラーアメリカ経営史』（丸山恵也訳）亜紀書房,1989 年,p.86.2
）向井武文『科学的管理 の基本問題』森山書房,1983 年,pp.4-11.3
）タウン（H.R.Towne ）が， 機械技師たちが自らの仕事の中に経済合理性，つま
り利潤を追求する義務があることと， 生産費に影響を及ぼす諸要素を分析する
必要があることを説いたのは,1886 年のアメリカ機械技師協会（TheAmeri-canSocietyofMechanicalEngineers
〈ASME 〉）の年 次大会での報告，「エコ
ノミストとしての技師」 の中であった。H.R.Towne,"TheEngineerasAnEconomist",TransactionsofASME,Vol.7,1886.pp.428-432.4
）マックス・ヴェ ーバ ー『プロテスタンティズムの倫理と資本主義 の精神』（大塚
久雄訳）,岩波書店,1989 年,p.35.MaxWeber,DieprotestantischeEthikundder
》Geist 《desKapitalismusGesammelteAufatzezurReligionsso-zioloffie.Bd.1,1920,SS.17-206.5
）向井武文『前掲書Jpp.20-22.6
』「p.F. ドラッカーが論文『科学的管理の再発見』（1976 年）において経営 の視点
から， 現代 の生産と労働の管理における科学的管理 の重要性を主張したことが
契機となって， その後科学的管理 に関する研究が続々と して 登場 して きてい
る。」中川誠士「『科学的管理』概念の再検討」『企業経営 の国際化と日本企業』
日本経営学会編，千倉書房,1988 年，p.161.
n. 科学的管理1.
テイラーの「科学的管理」
この科学的管理（ScientificManagement ）は，生産上の種々の要素間の
関係を研究する科学である。とくに，人的要素と機械的要素の関係を研究す
108
るものである。その目的は，このような諸要素の合理的利用により，最適な
産出高を確保しようとすることである。ただ，科学的管理は，ティラーの業
績から出発したが，現在では別個の科学として存在していると考えられる。
それはティラ 以ー降, 科学的管理がかなり進歩したからである。それゆえに，
ティラーのいう「科学的管理」と一般的・総称的な科学的管理の混同，さら
には，それらとティラー・システム，ティラリズムとの概念の混同があるよ
うにみえる1）。
ティラーも，自らの管理法を最初「出来高給制度」と呼んだことは認めて
いる。しかし，彼は自ら「ティラー・システム」と称したことがなく，その
ような名を付けられたことに遺憾の意を表している2）。この「ティラー・シス
テム」 という用語は， いわゆるティラー一派がティラーの 「課業管理法」
（tasksystem ）に対してっけた名称である3）（したがって以下，このような混
乱を避けるため，とぐにティラーの「科学的管理」に言及する場合には，「 」
で表示することとする）。一般的に，「科学的管理」あるいは「ティラー・シ
ステム」という用語は，①ティラーの考案した管理法全般に対する総称，②
伝習的管理（role-of-thumbmanagement ）や成行管理（driftingmanage-merit
）に対して，合理的な管理という意味で使われている。いずれにせよ，
この「科学的管理」という用語は，機械的，経済的，社会的，人間的諸力を
意味している。またそれはスローガンあるいは産業上の教条としての意味合
いをもって使われている。
ティラーは，すでに述べたように当時の機械技師たちがそうであったよう
に， 作業の組織的・経済的合理性を追求するなかで， 一人， 組織的怠業と
いった生産制限，組合運動の展開による労使間の対立，労働者の最大能率へ
の動機づけといった労働（労務）問題を解決しようとする。その手段として
①差別出来高給制度, ②計画部制度， ③職能的職長制度， ④指図票制度と
いった課業管理制度の確立を提唱する。この課業管理とは，作業を科学的に
分析し，その結果設定される課業を基礎にして，工場の作業を全体的に管理
しようとするものである。すなわち,作業を分析し,組分けし,分類し,法規・
規則化しようとするものである。換言すれば，作業を科学化することによっ
てつくられた作業が課業である。ティラーは科学を次のように定義する。
「心の中に分類されず存在していた知識を一つところに集め， これを法則，
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規則または方式にまとめれば，知識を分類したものに相違ない」と4）。
そしてその実例として，①銑鉄運搬（ズクはこび）作業，②ショベル作業，
③煉瓦づみ作業，④自転車用珠の検査作業，⑤金属切削作業の科学をあげる
のである。
それではテイラーが解決しようとした問題について個別にみていこう。
テイラーの「科学的管理」は，生産に関する人的要素と機械的要素の関係
を研究するものであるが，その対象は機械そのものではなく，また目的も一
義的にその能率的利用にあるのではない。あくまで作業場における人間（個
人）が対象であり，目的はその能率的利用，つまり合理的な仕事組織に適応
するよう人的要素を選抜・訓練することにあった。
当時の機械技師たちの共通の関心事であった，①生産費用の低減や②組織
設計の改良といった問題は，合理的な仕事組織や階層制づくりを目的として
いる。そのために，彼は一流労働者の作業を観察し，要素に分解し，そして，
ストップウォッチによって，要素別作業単位時間を計測し，人的要素のもつ
無駄な作業を排除するという手順で解決を試みる。作業の科学化により課業
を設定するのである。この課業を管理する制度として，計画部と職能的職長
制度がある。
次に，③組織的怠業といった生産制限, ④労働組合運動の進展による労使
対立，さらには⑤労働者の最大能率への動機づけといった労働（労務）問題
に対しては，理念的には精神革命実現のための四つの原則－1 真の科学の
開発,2. 労働者の科学的選択,3. 労働者の科学的教育と訓練,4. 管理者及び
労働者の親密な協働－を掲げて解決を試みる。具体的には, ③の問題に対し
ては，動作・時間研究による標準作業量柴設定し，それに基づいた差別出来
高給制度で対処する。④に対しては，労使双方の精神革命を通して，換言す
れば，「科学的管理の要素」である「兄弟のような心からの協働」によって信
頼感を取り戻そうとする5）。そして⑤に対しては，差別出来高給制度により，
「高賃金低生産費（労務費）」を達成し，労使の共益性を確保しようとする。
このように，テイラーの「科学的管理」は，基本的に①調査（作業の科学一
動作・時間研究），②標準化（規格化・統一化・単純化一課業の設定一動作・
時間研究），③統制（合理的階層制一計画部と職能的職長制度）,④協働（精
神革命）という四つの範躊に区分できよう。
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このテイラーの「科学的管理」は，企業側だけでなく労働者側からみても
最適であるように，人的要素・資源を活用する手段を達成するための，まさ
に最初の試みであった。しかし，「科学的管理」は，長い間労働者や組合から
非難されてきた。それは次のような点においてである6）。
①労働者の創意を喪失させてしまう。
②生産性向上により失業者が発生する。 十
③一流労働者を基準とするためそれ以外の者を排除する。
④低生産費による企業の利益に比して賃金の増加額が少ない。
「科学的管理」が導入される以前は，職長の権限が強いとはいえ，道具と労
働者が未分化な状態では，あくまで作業の能率は労働者の創意に依存してい
た。しかし，作業の執行が動作・時間研究に基づく管理に代わると，
①自由裁量の余地がなくなる一人間の機械化－という意見である。これに
ついて下院特別委員会の議長は，次のような疑問をなげかける7)。
「工業が科学的管理法によって，すなわちひとりの中心知力によって指導
され，かつ労働者が幸福である不幸であるかはその中心知力によって決めら
れるという事実はとりもなおさず，使用人の幸福いかんを決める力が使用者
の手にあるということになりはしませんか」と。
テイラーは，こうした科学的管理の統制者は経営者の一人であるとの批判
に対して，ただ規則を悪用した場合には当然罰が下るとしか反論していな
い8）。
②の生産性向上と失業の問題は，技術や機械の導入の際にかならず持ち上
がる問題である。古くは紡績機械の導入，新しくはコンピュータ技術の導人
にみられた。実際，技術革新が省力化・省人化をもたらすのも事実である。
ただ，これらによって新たな雇用が創造されるのも事実である。
③は，いわゆる¬-流労働者論である。「科学的管理」の当初の目的である生
産費の削減による合理的な仕事組織づくりを達成するには，どうしても基準
を一流労働者に求める必要があった。こうした失業を引き起こす可能性のあ
る問題に対しては，どうしても労働者は敏感に反応する傾向がある。
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④の配分上の問題 であ るが，高賃金低生産費・労務費 は， そ もそ も二律背
反 的な問題であ る。 それを解決 するには，生産量を増加 させることにより，
単 位あたりの固定費を低減 させ， 変動費 として の賃金の増加分を捻出 するし
かないのであ る。 ただその際 の生産速度 の最速化か，無駄 はない が余 裕もな
い作業編成をとらせることになったのは間違いない。
2.成行管理と科学的管理
これまで，アメリカ経営学の性格を明らかにするために，その中心的性格
といわれる管理論について考察を加えてきた。管理への関心を喚起したの
は，あくまで利潤追求する上で発生した，機械化に伴う作業の合理化，つま
り労働者の能率的活用の要請にほかならない。作業の科学化により作業は課
業となり，それを統制する職能として管理職能があらわれたのである。その
職務を担ったのが，工学的能力だけでなく会計的能力をも具備した機械技師
たちであった。彼らは，作業を執行するにあたって，旧来の職長による労働
者の成行管理あるいぱ 創意と奨励”の管理（managementof “initiativeandincentive"
）にかわって，いわゆる科学的管理を実践したのである。
この古い型の管理と新しい管理との違いをそのシステムの有無に求め，テ
イラーの「科学的管理」を理解しようとしたのが， ケンダール（Henryp.Kendall
）である。ケンダールは，管理の型を①システム化されていない管理
（UnsystematizedManagement ）, ② システム化されている管理（Sys-tematizedManagement
）,そして③科学的管理（ScientificManagement ）
に区分し,A 会計,B 購買，c 材料の保管，D 作業の執行,E 労働者の能率に
ついて，そのシステム化の程度と能率性の関係で整理している9）。
①システム化されていない管理では，文字通り，会計，購買，そして材料
保管といった職能が無計画，無秩序であるうえ，職能間が体系的に結びつい
ていないため，経営管理者や監督者たちは，合理的な管理をすることができ
なかった。そこで，表面的には彼らの支配力が強いとはいえ，経営の能率や
生産性の向上はひとえに労働者の創意工夫に依存していた。したがって，こ
う七た状態におかれた労働者を動機づけるには，経済的誘因に強く訴える刺
戟制賃金一単純出来高給制度を採るしかなかった。しかし，職務や標準作業
量の不確定と，それに誘発された（経営者による）恣意的な賃率引き下げが，
労働者に組織的怠業という抵抗手段を採らせたことは上述したとおりであ
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る。
①のタイプにみられた職能の欠陥を，制度，手続，標準化によって整備し，
組織化したのが②のタイプである。ケンダールによれば，このタイプは，う
まく組織化され，管理されている工場での管理の型であるという。こうした
工場では，経営管理者たちが理論的・体系的に各部門を調査し制度化してい
た。ただ，①から②の段階への移行は容易なことではなかった。というのは，
旧来の管理者（①のタイプの監督者一職長）がその急激な変化についていけ
なかったからである。とはいえ，①に比して②の管理タイプを採用すること
で労働者の能率は高まった。ケンダールによれば,1910 年代には,70 ％ の工
場が①のタイプであったというlO）。②のタイプでなくても，十分経営するこ
とができたのである。それには，競争企業が同じような管理の型をとってい
たことや，原価と販売価格とがかなり掛け離れていたこと，さらにはこうし
た組織的能力の欠如を補完するほどの能力をもった経営者が存在したとい
う，経営にとって好条件がそろっていたという背景がある。しかし，このよ
うなタイプの工場も，時とともに次第に③の科学的管理に移行するか，淘汰
されるかの選択を迫られることになる。
そして，最後の③のタイプであるが, ②のタイプとの違いはどこにあるの
だろうか。これについて山本純一教授は，②のタイプでいうところの「“シス
テム”は，じつはシステム本来の体系とか秩序を具備していない。真のシス
テムは生産の内在的な運動法則をその中心原理において計画化したときには
じめて実践性をもつのである」と指摘するU）。つまり，②では，一部門のシス
テムは当該部門のためだけのものであって，全体的なシステムを考慮したシ
ステムではないのである。②と③のタイプの違いは，集権的な計画化と仕事
の統制の有無にある。ここでいうシステムは，その独自性を維持しつつ，な
おかっ，環境の変化やビジネスの成長とともにつねに変化しなければならな
い性質をもつものである。
注
1） これについては，次のような指摘がなされている。「ティラーの生前に，既にテ
ィ ラーの考える『科学的管理』と世に言う『科学的管理』との乖離が始まってい
た。しかも両者はともに，その乖離が進行した後 も，ティ ラー・システムや科学
的管理という名で呼 び馴らされてきた。」中川誠士「F.W. ティラーの両義性－
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『科学的管理』 研究のための代替的戦略に関する若干 の考察－」『福岡大学商学
論叢JVol.33,No.2,1988 年，p.517.2
』F.W.Taylor,"Testimony",ScientificManagement,Harper&Row,1964,pp ・5-6.Firstpublishedin191L
「科学的管理法特別委員会におφる供述〈1912〉」
『科学的管理法』上野陽一訳・編，産業能率大学出版部,1988 年,pp.339-340.3
）中川誠士「F.W. テイラーの両義性」『同上Jp.520.4
』Taylor,op.cit.,pp.41-42. 『前掲書Jp.361.5
』Ibid.,p.30.『同上書Jp.354.6
』山本純一『科学的管理の体系と本質（第二増補版）』森山書店,1985 年,p.104.
また，E.A. ロックは，「科学的管理」についての次 の八つの批判点のうち. ④を
除いて ほとんどが， 的外れの批判であると述べている。 ①動機づけについての
不適当な理論，②社会的諸要因の無視, ③独裁主義，④過度 の専門化, ⑤人間の
機械視√⑥労働者 の搾取，⑦反組合主義，⑧不正直E.A よocke,"TheIdeasofF.W.Taylor:AnEvaluation",AcademyofManagementReview,Vol.7,No.1,1982.pp.14-24
・7
）Taylor,op.cit,p.212. 『前掲書Jp.484.8
』Ibid.,p.212. 『同上書Jp.469.9
』Henryp.Kendall,"TypesofManagement",inScientificManagementsinceTaylor,byEdwardEyreHunt,ed.,HivePublishingCompany,Easton,1972,pp.14-30.Reprintedfrom
“AddressesandDiscussionsattheConfer-enceonScientificManagement,Oct.12,13
，14,1911 ”，publishedbytheAmosTuckSchool,Hanover,NewHampshire.
10 ）11
）
Kendall,op.cit.,p.14 ・
山本純一 『前掲書JP.49.
?. 管理職能論
1. ファヨールの管理論1880
年代から1930 年代にかけて，作業場における人間（個人）を対象とす
る経営管理論の一大潮流がみられた一方で，作業場における職能を対象とす
るものがあった。いわゆる管理原則論，管理職能論，あるいは管理過程論と
呼ばれるものである。その基礎を築いた代表的な人物がアンリ・ファヨール
（HenriFayol ）である。彼の著作『産業ならびに一般の管理』（Administra-tionIndustrielleetG6n6ral
）は1916 年に出版されたが，それがイギリスの
アーウィック（Urwick ）によってアメリカに紹介されたのは1930 年代のこ
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とであった。それは，その後のアメリカ経営学に多大な影響を与えた1）。
ファヨールは，周知のとおり，経営者の実体験を通して管理教育に欠けて
いる「管理の学理」（doctrineadministration ）を追究し，それを基盤に「管
理の科学」の確立に取り組んだのである。彼は，企業活動を①技術的職能，
②商業的活動，③財務的職能，④保全的活動，⑤会計的職能, ⑥管理的機能
の六つに区分する。このような職能あるいは活動は，事業の規模や形態にか
かわらずあらゆる経営過程のなかでみられるものである。
ファヨール理論は，⑥の管理的機能において，管理原則の範囲内で管理要
素の作用を社会的有機体に及ぼし，他の職能を通じて物的有機体を管理しよ
うとするものである。管理的職能は，管理者職能といった担当者職能ではな
い。すべての階層の従業員が分担しているものである。従業員が管理的職能
を遂行するということは他の職能を遂行していることになる。とするとわれ
われはその職能つまり活動をどう客観化すればよいのだろうか。それは，各
職能に必要な能力という形でしか表現せざるを得ない。つまり，ファヨール
は，管理職能論を管理能力論におきかえて，管理的機能の客観化を図ったの
である，その結果，「上位の職務担当者の主要能力は管理的能力である」とい
う結論に達する2）。ただ，なぜ管理的機能が，上位階層の職務担当者にとって
重要な能力であるのかという問題が残る。管理的能力が上位階層において
「支配的」であるというのみである。しかし，これまでみてきたように，例え
ば，構造的形成の原理からも上層において支配的にならざるを得ないような
社会的組織の構造になっていることからすれば当然である。管理的職能は命
令系統を通じて社会的組織と物的組織を統括する。それは命令一元性と指揮
統一の原理にもとづいて階層を貫くコミュニケーション・ルートを通七て，
各職能に情報の収集や伝達（命令）する。このように，管理的職能は各職能
の進行を確保することによって，経営資源から最大限の利益を上げることを
目的としている。管理的職務は，他の職能の助けなくしては，経営目的を達
成できないのである。
2. 管理原則と管理要素
組織体は，原材料，設備，資金などの物的有機体と人間（個人あるいは集
団）の社会的有機体で構成される。ファヨールは，この社会的有機体を社会
体（corpssocial）と呼ぶ。これは，端的にいえば従業員あるいはその集団を
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意味してい る。管理的職能では経営における人間 の問題 だけが管 理の対象と
なる。組織体を健全 に運営してい くには一定 の原則が必要で ある。 ただその
原則の厳密性 や絶対性 にこだわる必 要はなく， すべてが程度問題 である。
こうしてフ ァヨールは, ①分業, ②権限 と責任， ③規律，④恰 令一元性，
⑤指揮統一， ⑥個人的利益 の一般的利益への従属, ⑦公正 な報酬, ⑧集中，
⑨階層化，⑩秩序, ⑩公正，⑩従業員安定，⑩創意力，⑩団 結とい った14 の
管理 の一般原 則を提示する。 これらは，A. 社会的有機体 （社会体） の構造化
の原則と,B. 社会体 の組織化の原則にまとめることができよう3）。
A. 社会的有機体（社会体）の構造化の原則a.
「自然の秩序」としての有機体必須の原則: ①⑧b.
命令系統基盤の確立の原則：②④⑤⑨B.
構成員の組織化の原則a.
個人の組織体への配置: ⑩⑩b.
行為基準の確立の原則: ③⑥c.
協働意志の獲得の原則：⑦⑩⑩⑩
ファヨールは，管理的 職能を①計 画（prevoyance ）,②組織化 （organisa-tion
）,③命令 （commandement ）, ④調整 （coordination ）, ⑤統制 （con・trole
）とい った要素 に区分 する。ただ，これら五つ の管理要素 がど のような
順序で実行さ れるかについては， ファヨール自身 は言及 していないが, ①か
ら⑤ の順序で列 挙さ れているとみてよかろう4）。
ファヨ!- ルによれば，学理 とは，経験や観察 によって検証 さ れた「原則，
規則，方法，手順」を一 体化 した ものである5）。そうならば，管理 原則 は，文
字通り管理 の原則 あ るい は規則，管理要素は，管理 の方法 あ るい は手順 にあ
たろ う。換言 すれば，管理原則 は社会体 （人間）を管理す る規則であり，管
理要素は管理 目的を達成 する方法である。
3. システム概念の示唆
社会体の一般的な形態は，事業の従業員の数，性質，そ七て価値によって
異なってくる。事業の発展とともに，通常社会体の数は増加し，それに伴い
組織に階層が生じてくるというのが，ファヨールの組織観である。ファヨー
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ルは，この社会体の発展段階を機械，植物そして動物にたとえる。すなわち，
有機体の中の細胞数が増加するにつれて各器官が出現し，分化し，完成する
といった具合である。
社会体がたんに従業員（人間）の集団ではなく，それが単なる総和以上の
ものであることや，各管理職能が個別的，並列的関係ではなく，相互依存的，
補完的関係にあることを強調していることを考えれば，ファヨールはシステ
ムという言葉は用いていないが，彼が企業を活動のシステムとして理解して
いるといえる。この点について，佐々木恒男教授（武蔵大学）によれば，ファ
ヨールが企業をシステムとして理解しているならば，企業活動は①生産，営
業，財務，保全，会計の五つの業務活動，②①に対して予測，組織化，命令，
調整，統制といった管理過程によって作用を及ぼす経営活動，そして③①と
②の全体を目的に方向づけ，導くリーダーシップ活動の三つのサブ・システ
ムに区分できるという6）。このように，テイラーの「科学的管理」の目的が課
業の構造化であったのに対し，ファヨールは社会体（人間）の構造化と組織
化を目的として理論を構築したのである。
4. ファヨールの管理についての問題意識
ファヨールは，①フランスの実業学校では，将来の管理者を育成する教育
プログラム（科目）を設置する努力をしていない, ②管理的な能力は実践で
のみ体得できるのではなく，技術的能力同様学校教育で獲得できる，そして
③それには学理が必要で，それは経営者たちの経験に基づく個人的見解の比
較と討論を通じて手に入れることができるといった問題意識から管理論を構
築した7)。ファヨール自身，鉱山技師としての経験かおるだけに，技術的職能
を遂行する能力だけでは経営を実践できないことを認識していたに違いな
い。そのことがファヨールをして技術的教育一辺倒からの脱却をいわしめた
のである。このファヨールの管理教育の必要性と可能性の提唱が今日の経営
学教育の拠り所となっている。
管理教育に必要な知識の成文化を目的として出発したこの管理論は，時代
を経るとともに後継者の手によって精緻化されていくことになる。この経緯
については紙幅の関係でここでは触れないが，彼らがマネジメントの知識を
どのように分類したら教育効果を向上させることができるかという点に，あ
まりに熱心になったために，実務に役立たなくなっているという批判が出て
い るのも事実 であ る8)。
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注
1）佐々木恒男「現代フランス経営学研究の意義とその課題」『武蔵大学論集JVol.26,No.2,1978
年，p.4.2
』HenriFayol,AdministrationIndustrielleGenerale,Dunod,1981,pp.11.FirstPublishedin1916.
『産業ならびに一般の管理』山本安次郎訳， ダイヤモ
ンド社,1985 年,p.18.3
）田村剛「『管理原則と管理要素』の研究－ フェイヨルの所説を中心としてー」『鹿
児島経大論集』,Vol.6,No.1.1965 年,pp.58-68.4
）北野利信編『経営学説入門』有斐閣,1984 年,p.26. 後世の学者 は，ファヨー
ルの「記述をそのまま時系列的 にたどって実施していく循環過程とみなす」 よ
うになったのである。5
）Fayol,op.cit.,p.15. 『翻訳書Jp.24.6
』佐々木恒男『アンリ・ファヨールーその人と経営戦略，そして経営 の理論J 文
員堂,1984 年,p.247.7
）Fayol,op.cit.,pp.15-16. 『翻訳書Jpp.22-24.8
』ミンツバーグに代表される職務活動学派(theworkactivityschool) は， ファ
ヨールを始祖とする管理過程論一伝統学派を次のように批判している。
①実際の経営管理者の活動からは， どの活動を組織， 調整そして統制と呼んで
いいのか分かりにくい。
②このような基本的管理要 素と実際の経営管理者の活動 との関 係が不明であ
る。
③経営管理者の実際の仕事を全然記述していない。 拙稿 「職務活動学派の経営
管理 論史上 の 意義一 そ のアプ ロ ーチに対す る評価一」『経営 論集JNo.28.1987
年,p.219. 卜
IV. 初期人間関係論1.
人間的側面への関心の高まり一産業心理学の台頭
テイラーが「科学的管理」により個別課業の構造化を目指しだのは，19 世
紀末期から20 世紀初頭のことであった。同じ頃，フランスでは，ファヨール
が事業の統治を目的として，政治的要素である行政概念を導入し，社会的組
織の組織化・構造化の理論を構築した。両者はそれぞれ科学的管理の父，管
理過程論あるいは古典的組織論の父として，その後のIE や経営管理論の発展
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に多大な貢献をした。こうした技術,職能あるいは組織といった面がこのよう
な産業人を中心に研究され,生産性向上に役立てられていた。しかし，こうし
た労働の強化策は労使関係を悪化させた。テイラーの「科学的管理」が,すでに
みたようにアメリカ鉄鋼業や機械工業を中心として労働者の猛烈な反発を受
けたのと同様,ファヨールもフランス中部の石炭や鉄鋼業の激しい労働運動
に直面していた。それはなにも彼らだけでなかった。当時の経営者は生産性向
上問題とともに労働問題の克服に腐心していたのである。
こうした労働組合主義への懐柔策として，労働者に対して，住宅，医療，
教育施設，レクリエーション活動，さらには今日のソーシャル・ワーカー的
な仕事もする社会・福祉担当者（social,welfaresecretaries）が出現する。
そして企業内に人事職能（personnelfunction ）が生まれてくるのは19 世紀
末期から第一次世界大戦前のことであった。この人事職能の主な目的は，他
の職能同様，生産性の向上であり，利潤の獲得であった。1900
年初頭, 心理学の成果を実際生活での問題解決に役立てようとして誕
生したのが産業心理学（industrialpsychology ）であったり。1913 年には産
業心理学の始祖といわれるミュンスターベルク（HugoMunsterberg ）が，
実験室心理学と経済の問題を媒介する新しい科学として，経済心理学（Eco-nomicPsychology
）の確立を目指して『心理学と産業能率』を刊行する2)。
さらに，第一次世界大戦中には，心理学が人事部門で活用されるようになっ
た。また，大企業において人的資源の有効活用を容易にする客観的テストが
大規模に使用されるようになったのもこの時期であった。戦後のたゆまない
産業の進歩とアメリカ陸軍（theU.S.Army ）の人事プログラムの成功の結
果，人事管理（personnelmanagement ）は1920 年代に急速に発展する。こ
の時期の人事部門（personneldepartment ）では，選抜，募集，訓練，方法
改善，従業員福祉といった内容を取り扱った。とくに従業員福祉は労働組合
対策としての役目を大いに果たしたが，その目的はそれだけではなかった。
そこにぱ 幸福な従業員は生産的な従業員である”という考え方があったの
である。
2. ホーソン工場実験1920
年代の中頃（1924 年）から，シカゴ郊外にある・ウェスタン・エレクト
リック社（WesternElectricCompany ）のホーソン（Hawthome ）工場で
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一 連の実験（①照明実験, ②継電 器組立実験室, ③面接実験， ④バンク配線
作業室）が始めら れた。それは数年 （1932 年 ）にもわたり人事管理分野にか
なり の影響を及ぼし た。この実験 の当 初の目的 は， 照明 （質と量） が産業能
率 にどのような影響 を及ぼすかを確 かめることであった。 そこには人的要素
である労働者 の能率を労働条件 の変化 によ って操作 できるという「伝統的な
管理論」 の考え が貫かれていた。 しか し， その実験からは照明効果と能率と
の相関性をはっきりと確認することができなか った。 つまり所期の仮説を立
証 す ることがで きなかったのであ る。 その後 の実験 から，生産性 は従業員 の
感情 （心理状態） や対人関係， と くに共 に働 く人 々や上司からの注目の程度
とか種類 に影響 されていることが はっきりした。 こうしたメイヨー （EltonMayo
）やレスリスバーガ （ーF.J.Roethlisberger ）らが，ホ ーソン実験を基
盤 に展開 し て い った一 連 の研 究 が， い わ ゆ る人 間 関 係 論（HumanRela-tions
）と呼ば れるものである。と くに ホーソン実験を その後の行動科学的色
彩 の強い研究と区別して初期人 間関 係論（"Old"HumanRelations ）と呼ぶ
場 合があ る3）。
いわゆる科学的管理 は，一般的 に，技術的側面を 強調す る経済人仮説あ る
い は機械人仮説にもとづ く管理論として， この人間関係論の人間的側面を強
調 す る社会人仮説 に対立す るものとして位置づけ られている。 ここで留意し
なければならないのは，科学的管理 が人間的 側面を無 視したわけではないと
いうことであ る。つ まり科学的な人事選抜，専門 の教育訓 練方法，疲労研究，
職業 病，従業員 福祉といった個人 の心理や生 理 についての研究，さらには労
使関 係や人事管理部門 や労働者代 表などの集団 の心理につ いて の研究にも目
を向けていたのである4）。ただ科学 的管 理は，集団 より も個人を重 視した。人
間関係論の源流となった ホーソ ン実験 にして も当初 から個人 相互間 の関係が
能率的に作用することを確かめ るためのもので はなか った。 すなわち，労働
者 の動機づ けに使った賃金とい う労働条件 の要素 を，照明 とい う要素に置き
換え たにす ぎなかった。 作業条件 の改善を人的要素 を介 して生産性向上に結
び付けようとしたのである。と ころ が，両者 の間 に明確な相関関 係がみられ
ないという予期 せぬ結果を みるに至 る。 そこで初期 の仮説 に疑問を もったメ
イヨ ーらは， それを継電器組立 実験室で 検証 しよ うとしたのであ る5）。 また，
それに続く③面 接実験 と④バ ンク配線作業室 は, ②の実験で見落とした点を
補うため設けら れた ものであ る。 その新 しい仮説 とは， レスリスバ ーガーら
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によると， ①従業 員 の態度はあ る種の感情のシステ ム （systemofsenti-merits
） に支配 さ れている， ②経営組織 は感情 のシステムという社会的組織
である，③労働環境で起 こったことはすべて この感情の システ ムの対象とな
る，④従業員 の満足・不満足 は， その人の地位， 社会組織 そして仕事に対 す
る欲求との相互作用と その影響を理解す れば わか る， といったことであ る6）。
その結果，自然発生的 にうまれた小 集団 が非公式的 （informal ） なりーダー
のもとで一 つ の組織を形 成していることが分か った。 そ れで はなぜ人間はこ
のような非公式的－ イ ンフォーマルな組織に所属したが るのか， またその組
織内 の規律にし たがって， 例えば生産制限とい った行動 を取 るのだろうか。
それ は， メ ンバ ーが その集団内で彼らの社会的欲求 を充足 させ ることができ
るからであり， その組織には対内的機能 （internalfunction ） というメ ン
バ ーの行動を 規制 す る機能を，またそれは対外的機能（externalfunction ）
という組織 に対 す る外圧 から身を守ろうとする防衛機構 （protectivemec-hanism
）を もって いるか らであ る7）。 その後 の調査か ら， 職場で の人間状況
や社会状況 が生産性 に関 係していること， それには従業員 の社会的欲求 の充
足 が重 要であ ることが分 かった。
こうしたホ ーソ ン実験 の成果は， その後アメリカ産業 において人間関 係運
動 （HumanRelationsMovement ） と呼ばれるものの基礎 とな った。 しか
し，より重要 なことは，経営者に従業員福祉の重 要性 を認識 させ たことであ
る。 管理者 の従業員 に対 する態度や動機づけ の違いが，業 績 や生産性そして
利益にかかわるのであ る。 このようにホーソ ン実験 は，産業 労働者 について
の最初の行動科学的研究（behavioralscienceresearch ）であ った。しかし，
それが産業 に何 らかの影響を与え るようになったのは1940 年 代 になって か
らであった。
注
1）馬場昌雄「産業心理学の歴史的展望」『経済集志JVol.54,No.4,1984 年，P.139.2
』HugoMunsterberg,PsychologyandIndustrialEfficiency,HoughtonMiffinCo.,Boston,1913.3
）進藤勝美『 ホーソン・ リサーチと人間関係論』産業能率短期大学出版部,1978
年√p.1.4
）PaulDeviant,ScientificManagementinEurope,ArnoPress,NewYork,
経営管理論における人間観と組織観の変還1211979,pp.170-171.5
）遠藤勝美『前掲書Jp.32.6
』レスリスバーガーらは， 経営組織を社会システムとして捉える。 それは技術的
組織と人的組織にわかれ， 後者 はフォーマル組織とイ ンフォーマル組織に細分
化される。フォーマル組織は「費用の論理」「能率 の論理」に基づくのに対し，
インフ ォーマル組織は「感情の論理」に基づく システムである。F.J.RoethlisbergerandW.J.Dickson,ManagementandtheWorker,Har-vardUniversityPress,Cambridge,Mass.,1939,pp.358-359.7
）阪柳豊秋「人間関係論の特質とその組織論的意義」『経済研究JNo.66,1983 年，pp.47-48.
V 。 行動科学的人間関係論
1. リーダーシップと生産性
レビン（KurtLewin ）は，リピット（R.Lippitt）やホワイト（R.White ）
らとの共同研究を通じて，型の違ったりーダーによってメンバーの行動がど
のように違ってくるかを観察した。この結果，リーダーシップによって，グ
ループの能率や凝集力，またメンバーの満足度に差がつくことを明らかにし
た。しかし，寛大で民主的なりーダーシップの型を示唆したホーソン実験の
研究成果の方が，レビンらのアイオア大学の研究者たちの伝統的，権威的
リーダーシップ技術の研究よりも受け入れられた。このような研究は，1950
年代の大規模企業に採用されたプログラムにおける監督者や管理者の人間関
係訓練に新風を巻き起こした。1960
年代に入ると，こうした専制的なりーダーシップに対する批判がなさ
れるようになってきた。リッカート（RensisLikert ）らのミンガン大学の研
究者たちのリーダーシップと生産性についての研究は，人間性を重視する集
団参加型リーダーシップにょって，従業員自身の欲求が満たされるような高
い業績目標を設定できることを提唱した。
人間関係運動は明らかに組織維持目標に結び付けられ，これまでの従業員
福祉の延長線上で助長される一方，生産性目標も積極的に推進されるように
なった。人間関係論アプローチによれば，民主的リーダーシップは職務に満
足した従業員を生み出し，より効果的な業績を上げ，より生産性向上に貢献
するという。この従業員の職務満足と生産性の関係については,1950 年代か
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ら1960 年代にかけて数多く研究がなされた。しかし，人間関係論的アプロー
チは必ずしも生産性向上に結び付かないということが次第に明らかとなっ
た。これについての一般的な見解は，人間関係は生産性あるいは職務満足に
影響を与える可能性はあるが，同時に両者を満たすことができるとはいえな
いというものであった。このように，行動科学が生産性と満足のジレンマを
解決できないとはいえ，その研究成果は多くの人事の実践面で，より技術的
革新的なアプローチの開発を促進したことは間違いない。
2. 賃金による動機づけと生産性
科学的管理に基づく「合理的経済的人間観」，その反動として1920 年代末
期から1950 年代にかけてホーソン実験から展開されたメイヨー一派の人間
関係論に基づく「社会的人間観」， そして1950 年代以降，マズロー（A.H.Maslow
） の欲求階層説でいうところの自尊・自己実現欲求を追求する「自
尊人」「自己実現人」といった人間観が台頭してくる1）。またシャイン（E.H.Schein
）は時・場所・状況に応じて人はつねにもっともふさわしい適応の仕
方を示す「複離人」であるともいう‰
経済人的人間観によれば，金銭は差別出来高給制にみられるように，人を
労働へとかりたてる「強化剤」「刺激剤」であったが，それがホーソン実験に
よってくつがえされた。この人間関係論においては，その研究対象が監督者
のリーダーシップにおかれ，組織メンバーの金銭動機，金銭が及ぼす人間行
動，そして動機づけ要因としての賃金制度が意識的に軽視あるいは無視され
た。これに対して，賃金についての従業員の反応に関し積極的に理論展開し
たのがパースパーク（FrederickHerzberg ）である。だが彼は賃金の動機づ
け要因としての機能には否定的であった。パースパークは，賃金に関して従
業員が言及する時にはかならず不満事象に関連しているということから，賃
金を「衛生要因」に分類したが，これとて賃金が人事管理で重要でなくなっ
たということを証明しようとしたのではない。賃金は衛生要因ないし不満要
因として重要であると主張しようとしたのである。しかし，やがて1960 年代
に入ると，賃金制度の仕事意欲への関心が高まってくる。そして1960 年後半
になると，人間行動にかかわるすべての要因を取り上げて，動機づけの機能
を説明しようとする研究がみられるようになる。1964
年にはヴルーム（V,H.Vroom ）が，期待理論（expectancy-theory ）
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を応用した道具性理論（instrumentality-theory ）を構築 する。これは,1930
年 代にトールマ ン（E.C.Tolman ）や レヴィンらが公式化 した期待理論を作
業 への動機 づけ に応用 した ものであ る。 またこ の時 代で とくに注目 すべき
は，動機づけに対する賃金制度 の効果 に着目 した ポータ （ーL.W.Porter ）と
ロ ーラー（E.E.Lawler Ⅲ）の研究（1968 年）であら だ。これは期待理論を
理 論的基盤と する もので賃金 の仕事 意欲 に及ぼ す影響 に関す る ものであ っ
た。 ただこの研究対象は，直接賃金制度 にあ ったわけで はない。 期待理論 の
検証 に賃 金を用 いたにす ぎない のであ る3）。 さ ら に1971 年 になると， ロ ー
ラーはその著作 『給与 と組織効率』 において リッカ ート， パースパ ーク， そ
してマズロ ーらの理論構築を批判 し， 賃金を動機づ け要因 として不可欠な も
のであ るとい う画期的な試みを発表 する4）。ここで のロ ーラーの関心 は，人 々
を動機づけ るための賃金制度 の確立 にあり， そのために理論的基盤として期
待理論と公正 理論（equity-theory ）を導入 したのである。
人 間機械観といった伝統的管理論に みられる差別的出来 高給制一つ とって
みて も，当時 の人的管理 の基本に高賃 金→ 高成 果とい う公式 があったにちが
いない。動 機づ けの方法が，奴隷社会 にみられるような力 による管理（man-agementbyforce
）から，上記 のような経 済人 を対 象とした誘因 によ る管理
（managementbyincentive ）, そして人間関 係論 に立脚した同一化 による
管理 （managementbyidentification ）, さらにマズロー理論 あるいは人的
資 源 アプ ロ ー チ に 基 づ く自 己実 現 に よ る管 理 （managementbyself-actualization
）,目標による管理（managementbyobjectives ）へと変 わっ
てきた。つまり，動機づけの方法 が，外的（extrinsic ）動機から内的（intrin-sic
）動機へと移って きたわけであ る5）。
注
1）古賀行雄編『経営行動の科学/産業心理学』協同出版,1974 年,pp.56-57.2
）安藤瑞夫『産業心理学』新曜社,1982 年,p.231.3
）西田耕三『なにが仕事意欲をきめるか』白桃書房，1977 年,p.95 ・4
）E.E.Lawler Ⅲ.PayandOrganizationalEffectiveness:APsychologicalView,McGraw-Hill,NewYork,1971.
『給与と組織効率』（安藤瑞夫訳）ダイヤ
モンド社,1972 年.5
）岡村一成『現代産業心理学』八千代出版,1976 年,pp.37-38.
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VI. 行動科学的意思決定論
1. 組織との関連での管理行動一二つの視点
伝統的管理論の下では，組織メンバーは公式的組織において，費用と能率
の観点から，「意識的」「合理的」行動を要求された。そのために却って組織
効率を低下させることとなった。その反動からか，人間的側面への関心が高
まるとともに，それへの接近が試みられるようになった。その結果，組織に
は非公式的組織が存在すること，そこでは人間が社会的欲求一感情の論理に
よって，「没論理的」「慣習的」行動を取ることが明らかとなった。さらには，
組織での個人や集団の態度や動機と生産性の関係が追求された。
次に組織との関連で取り上げられるようになった研究テーマは，管理行動
についてのものであった。これは管理者の行動の内容と仕方（理由）に関す
るもので，一つぱ 管理者は何をするのが ，いま一つぱ 管理者はどのよう
にして行動するのが ，といったことを究明するものである。最初の管理者が
何をするのかといったテーマ‘については，すでに述べたようにファヨールの
管理原則論や，それを発展させた管理過程論がこの質問に答えてきた。
そして経営者（executive）の責務に関する数多くの研究者の中で，管理活
動について最初に成文化したのがバーナード（C.I.Barnard ）であった。彼
は，主たる経営者の職能（役割）として①共通目的, ②協働意欲，③コミュ
ニケーションといった組織ニーズをあげ，経営者が生き抜くには組織のため
に何をすべきかをわれわれに教示してくれた0。また経営者の実際の行動を
観察し，彼らの活動と役割を探り出そうとしたのがミンツバーグ（HenryMintzberg
）である。彼は実際の管理者行動を正確に記述していないと伝統
的な職能論に対して批判的立場を取る2）。そして, 最後は管理者が直面してい
る意思決定のタイプに注目するチャンドラー（A.D.ChandlerJr. ）である。
彼は，企業の資源配分に関する経営者の意思決定と，すでに配分された資源
の利用に関するオペレーティングな意思決定について述べている3）。その他，
マイルス＝スノー（R.E.Miles ＆C.C.Snow ）は，組織を環境にいかに適応
させるかは，経営者の下す企業的，技術的そして管理的意思決定にかかって
いるという。
さて次は，管理者はどのように行動するのかといったテーマである。これ
は管理者の行動の仕方や理由について論理的に説明することを研究課題とし
経営管理論における人間観と組織観の変還125
ている。 具体的 には，管 理行動におけ る①意思決定 の合理性 や②意思 決定 の
プ ロセスに関 する研 究である。
①意思決定 の合理性 につ いての研究は，管理者が代替案を考え る際，当該
組織の歴史や外部環境 そして内部能力 を考慮 するという，意思決定 の合理性
プ ロセスを公式化 しようとする ものである。状況が制限 されてい るなかで，
組織に最大の利潤を もたらそうとする場合， このような合理的な意思決定に
つ いての公式 が必要 とな ってく るのであ る。 こうした研究によ って， 戦略的
な意思決定 を概念化 す る一般 モデルが構築される。 このような合理 性 モデル
は， 行動指針を必 要とした管理者 にとっては便利 なものであるが，一方 で，
こうした戦略的意思 決定 の公式化 や規範的な合理性 モデルに疑問を投 げかけ
る研究者 も出てくる。
サイモン（H.A.Simon ）はマ ーチ（J.G.March ）とともに，意思決定 の過
程での選択 は合理的 な選択 ではなく意思決定の合理性 にあ ること， しかも現
実の合理性 はあくまで “制限さ れた合理性’≫でしかありえ ないことを提示す
る5）。同じく，リンド ブロ ム（C.Lindblom-1959 年）によれば，戦略的な意
思決定は反復的な性格を もってい るため， つまり合理的な意思決定をす るた
めに意思決定 し直す必要 があ るので， こうした非合理的な インクレメ ンタリ
ズム（incrementalism ）そ れ自体 が論理的であ るという。換言 す れば，管理
者 は，変化す る組織環境下 にあ って は， 企業の進む べき方 向に増加的 （イ ン
クレメンタル）に適合 させながら， 組織の究極的 な目標を 考えて いくという
ものである。
そして最後は②意思決定プ ロセ スの記述 についての研究 であ る。 そこで は
戦略的な意思決定 の基本的プ ロセスの解明に力が注が れて きた。 とくに， マ
クミラン（C.McMillan-1978 年 ）にみるように，政治的プ ロセスとして の戦
略開発と実行 に関す る研究が中心であ った。 その際，組織内外で管理 者が使
用 する道具の一つであ る権力 が，政治的プロセス研究 におけ る主 た る変数と
して注目された。管理者 が組織内で権力 を獲得で きるかど うかは， 組織が直
面 する個人 や部門 の不 確実性 を ど れだけ処理で きるかの能力 に依存 して い
る。またマ ーチ＝ サイ焉ン（J.G.March ＆H.A.Simon-1958 年） は，権力
の維持 と獲得方 法として，不確実性 を減らす必要性 について述 べて いる6）。こ
の不確実性を処理 する能力 は， 個人 あ るいは部門組織での公式的地位 や情報
の管理，あ るいは重要職能 の遂 行から生 まれる。戦略的な管理者 は，内部 で
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の権力組織をつくり上げ，その組織へのメンバーの参加意欲を喚起すること
で権力の均衡を保とうとする。
それでは，以下，組織と管理行動のかかわりについて，まず最初に①管理
者が何をするのかといったテーマからバーナードを，次に②管理者はどのよ
うにして行動するのかといったテーマから，バーナードの人間行動について
の概念を継承したサイモンを取り上げることにする。そして最後に管理者が
組織においてどのような役割を果たしているかを，情報処理の観点から明ら
かにしたミンツバーグヘと論を進める。
2. バーナード理論一意思決定主体としての管理者
仕事組織の特定の規則や原則を明らかにすることに力点をおくテイラーや
ファヨールとは対照的に，バーナードは公式的組織の社会学的，心理学的基
盤を明らかにしようとする。また，経営者（executive ）の職能一役割がどの
ような協働体系（組織）を維持する上でも，どれほど重要であるかを説く。
組織が複雑な環境の中でどのように機能し，存続していったらよいのかとい
うのがバーナードの問題意識である。組織を研究するには，まずもって「個
人」を組織との関係でどのように理解したらよいかということである。伝統
的なアプローチでは，その個人を組織内での存在としたが，バーナードは組
織外の個人を分析するところから始める。個人は，過去から現在にいたる
「物的，生物的，社会的な要因の結合物」に起因する，複雑な心理的要因から
生じる動機に基づいて行動する。個人は自由な意思をもち，意思決定し，活
動をするが，その選択能力には限界がある。したがって個人が選択する場合
にはその可能性の限界を予め定めておく必要がある。選択の幅を狭めること
が目的を達成する近道となる。つまり，意思決定とは選択の幅を狭めること
である。このように選択能力に限界をもつ個人は，その目的の達成に際して，
どうして も一人では不可能 な場合 があ る。 そこに他人との協働（co-operation
）の必要性が生まれる。言い換えれば，個人が協働するということ
は，彼を取り巻く物的，生物的，社会的要因に条件づけられているというこ
とである。個人はその選択能力を克服するために協働するのである。個人が
各自の目的をもって協働するということは，具体的には協働体系という組織
に参加するということである。したがって組織は①相互に意思を伝達できる
人々かおり, ②彼らが協働しようとする意欲をもって, ③共通目的の達成を
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めざすとき成立す る。これがいわゆる組織成立 の3 要 素（条件）であ る7し 成
立した組織が存続す るかどうか は， その協働行為 の有効性 と能率 にかかって
いる。協働 の「有効性」とは協働行為の達成度 であ り，「能率」 とは個人動機
の満足度であ る。 つまり， この3 要素間 の釣 り合 いを維持 する ことが組織 の
存続を意味す る（ これを内的均衡という）。いま一つ は組織 と外 部環境の均 衡
問題であ る（外的均 衡）。これには①環境に対す る組織目的 の適切 性と②組織
と個人の相互 交換 の問題 がかかわっている8）。経営 者 のこうし た組織内外 の
環境への適応 過程こそ意思決定過程 にほかならない。 意思決定を下 すという
ことは「戦略的要因」（strategicfactor ）を捜 しだすことであ る9）。それゆえ，
戦略的要因 は「意思決定 の環境の中心点（center ）」であり，そ れは「選択が
おこなわれる中心点 」なのである10）。究極的な目標を達成 す るため には，当面
の目標に対す る戦略的要因を捜し出さなければな らない。 これを中間目標に
して次の目標に対 す る戦略的要因 を求 めるとい った具合 に， イ ンクレメンタ
ルで反復的 な意思決定を下す必要 があ る。意思決定 過程 は， 目的をで きるだ
け精緻化 し，事実を できるだけ綿密 に識別していく， 目的へ の漸進的な接近
（successiveapproximation ）の過程であるII）。経営者 が組織 の目的 とその環
境 の目的を有効的（effective） に適合させ，公式的組織 とその従業員 の特質
を能率的（efficient）に調整するためには√協働体系 に対 して貢献 しようとす
る人々の意欲を確保 す る必要がある。 その際，物質 的誘因だけ では，協働の
最適レベルを達成 することが難 しいため， コミュニ ケーションによ って，各
従業員の組織目的 への貢献意欲を維持・確保しなければな らない。 こうした
「貢献」を従業員 か ら引 き出 すため には，彼 らを協 働体系（組織）に引きっ け
る「誘因」がなけ ればならない。 つ まり組織の均衡 が図 られ る必 要かおる。
経営者は， たとえ ば報酬 や参加 の機会（特殊な要因 と一般的 な要因） といっ
た客観的な誘因を提供 する「誘因 の方法」と，十分な誘因を与え ることがで
きない場合， 従業員 の主観的な心理的状態や態度や動機を改変さ せて誘因を
効果的な ものとす る「説得 の方法」を用いる。そして最 後 に，バ ーナード は，
協働体系 に存在す る上位者 という仮構（fiction）を維持 す ることが， 経営者
の重要な役割であるというのであ る。
3 。サイモン理論一意思決定主体としての管理者 十
意思決定はいわゆるマネジメツト・サイクルのどの職能で実行されるのだ
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ろうか。それは当然計画職能においてである。計画を立てるということは，
代替案を作成しその中から一つを選び出す作業であり，それは意思決定その
ものである。このように意思決定とは，代替案の探索の過程であるといえよ
う。すなわち採用できる可能性のある技術的手段や方法を検討し，目的達成
のための具体的ないくつかの行動コースを設計する過程である。したがっ
て，意思決定は検索されたいくつかの代替案を比較・検討することによっ
て，目的達成に最も貢献度の高いものを選び出す一連の過程であるといえ
る。サイモンも，意思決定過程を①決定のための機会を見い出す，②可能な
行為の代替案を見い出す，③代替案の中から選択する，④過去の選択を再検
討するといった局面で描く。
こうした意思決定の観点から人間のもつ合理性の限界に基礎をおくサイモ
ンは，バーナードの意思決定の理解をいくっかの点て明確に発展させてい
る。例えば，バーナードは人間行動を意識的行動と無意識的行動に区別し，
意思決定を意識的行動に先立つ思考過程ととらえていた12)。 これに対してサ
イモンは代替案から一つのものを選び出す際のすべての意識的あるいは無意
識的行動を意思決定過程としている13）。 人間は行為する以前に代替案の選択
つまりを決定するのである。これまでのように，意思決定を基本的に分析不
可能なものとせず，サイモンは，人間の選択を諸前提から結論を導き出す過
程としてとらえている。このように人間は，彼が選択するための基盤として
すでに受容している決定前提，つまりすでに「与えられたもの」（givens ）の
範囲内で選択するものであるH）。この意思決定の諸前提である決定前提（de-，cisionpremises
）は価値前提（valuepremises ）と事実前提（factualprem-ises
）に二分される。価値前提は目的に対して正否の評価を下せない主観的
な価値判断に基づくものであり，事実前提は逆に目的に対して正否の評価を
下せる客観的な事実との対比に基づくものである。前者は行動の目的に，後
者はその目的を達成する手段に対応する。したがって，人間が行動によって
達成しようとする目的は価値前提に基づいているため，その正否を問題にす
ることはできない。それは分析の対象外である。目的があくまで主観的な価
値観からでたものであるという点て，バーナードの道徳的要因と対応する。
（組織）目的は「つねに未来に関係し，願望のなんらかの標準ないし規範から
みた見通し」であり「理想」である15）。それゆえ，人間が意思決定の合理性を
追求することは，目的の達成に向かって合理的な行動を試みることである。
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しか し，現実 には全知全能 でない人 間にはあら ゆる状況 の中で価値を極大化
す る合理的な手段を選択することは不可能 であ る。 それは必然的に，与 えら
れた決定前提に基づ き， かつ限られた合理的 な手段を選択 することを意味 す
る。 このよ うに現実 の合理性 は， あ くまで “制限さ れた合理性”(boundedrationality)
なのであ る。合理性 の制約 があるために，人間は協働体系 であ
る組織を編成 し， その合理性 の精度を高めようとす る。 しかし，組織自らの
合理性を追求 するには，こ の非合理的 な人間に影響 を与 え るべく， その組織
的環境を整備す る必要がある。 組織にとって合理的 な意思 決定 のネットワー
クを構築 しなけ れば ならない。 いま一 つは組 織メ ンバ ーの心理的環境を整備
す ることであ る。つ まり彼 らを経験 や習慣 や教育を通 じて組織に有利 な意思
決定をさせ るような環境 に身を置かせることであ る。 こうして組織は個人 の
意思決定 に影響を及ぼそうとするのであ る。
それではなぜ人間 は組織の影響を甘受 するのだろ うか。 それは組織が個人
の経済的目的 だけでなく非経済的目的 の達成 にど こまで貢献できるかという
ことにかか っている。換言すれば組織 が個人 にどこまで魅力 ある誘因 を提供
できるか とい うことであ る。 これと引 き換 え に個人 は組織 に貢献 するのであ
る。具体的に は，個人 は①組織から直接獲得 でき る個人 的報肌 ②組織 によ
って 提供さ れ，かつ組織 の規模 と成長 と密接 な関係 のあ る個人的報酬, ③ 組
織によって提 供さ れるが,組織 の規模 と成長 に関係 のない個人的報酬という
誘因 に引 かれて組織に参加する。こうした報酬 を求 め る組織へ の参加者はそ
れぞれ①企業 家,②従業員, ③顧客 とい った三 者 であ る。彼 らの誘因と貢献 の
バランスが組織 の維持,成長あ るい は衰退 に影響 する。こうした考え方 は組織
関係者全員が「意思決定主体」であ るとい うこ とを前提 としている。ただ,この
誘因と貢献 については,「誘因 ＞貢献」ゆえ に組織 への参加,「誘因＜貢献」ゆえ
に組織からの離脱, といった図式で は現 実の人間行 動を的確 に説明 しえない
とい う批判 があ る16)。「誘因 ＞貢 献」ゆえ に組 織へ の参加 とい う図式 は経験と
対 応する形 で措定さ れていないので,個人 がど のような状態 にいるのかを経
験的 に検証 することができない のであ る。このこ とは,彼の伝統的管理論 に対
する非科学性 についての批判 が,そ のまま自らの理論 への批判となってしま
う。つ まり, 彼 の理論 が経験科学 としてよ って たつ以 上, 命題が経験と対応 し
て いない こと は問題 とな る。とはいえ，この いわ ゆる「組 織均 衡理 論」はバ ー
ナードの「誘因・貢献」理論をより整理 した形で提示 してい るといえ る。
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また，サイモンはマーチとともに，組織がゆるやかに結合する一連のプロ
グラムが階層秩序的に配置されたものとして描く。つまり組織の意思決定は
プログラムによって支配されているという。高位のプログラムには，基本的
な仕事を遂行する低位のプログラムを編成し修正することが求められる。こ
のことは管理者の職務というものが，本質的に，部下の仕事のやり方の設計
や修正をプログラムすることであることを示唆している17）。管理者の仕事は，
本質的に非定型的なものであるといわれるが，管理者はそれを具体的，操作
的な形に転換し下方へと降ろしていく。
人間は組織化，プログラム化されていないものは，そう簡単には理解でき
ない。したがって, 実際には,管理者は問題を明確化したり，代替案を検索・
選択したりする際，より秩序だったプログラムを用いてるのかもしれない。
組織における意思決定の大部分は，プログラムによって支配されているとも
いえる。しかし，サイモンは，プログラム化されない意思決定までも，一連
のプログラムとしてシステム的に記述できる可能性が残されていると考え，
意思決定のための技術の応用を提唱する6 実際，プログラム化しえない意思
決定のオートメ化も，最近では人間思考のシミュレーションから展開される
人工知能（AI）の研究により，現実のものとなってきた。
4. 意思決定主体から情報処理主体へ
これまで，組織と人間の関係において，管理者の行動の内容と仕方を中心
に考察してきた。その一つの観点が人間をどのように理解するかということ
であった。バーナードは，組織を「意識的に調整された人間の諸活動と諸力
のシステム」と定義した18）。彼は,組織が複雑な環境の中でいかに存続してい
くかという問題意識をもって，組識の構成員である人間までさかのぼって分
析することにした。そして人間行動の分析を経て協働体系論，さらに組織論
そして管理論を展開する。彼は，まずもって人間を自由で主体的な意思決定
者としてとらえ，組織が人間行動とその相互作用から成り立つというシステ
ム観を明示する。
また，サイモンはバーナード同様，人間の能力の限界を前提にしている。
彼らの人間の能力に対する認識は，伝統的管理論者が決定論であるのに対七
て自由意志論的であるが悲観的である。バーナードは，人間の能力の限界を
克服するために協働概念を用いたが，一方サイモンは，人間は全知全能では
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ないという観点 か ら出発したのである。 サイモ ンの人間行動 モデルは，伝統
的 アプロ ーチが最適基準 に基づ く「経済人」 モデルであ るのに対して満足基
準 に基づく「管理人」 モデルと呼ばれるものであ る。
伝統的アプ ロ ーチが，組織を仕事と職能 の構築物 とい う視点 でとらえ だの
に対し，バ ーナードや彼の理論 の継承者である サイモンは，人間行動さらに
は意思決定 という枠 組みで組織をとらえようとす る。 伝統的管理 論で も人間
的側面への配慮あ るいはアプロ ーチがなかったわけで はない。 しかし，そ れ
は公式的組織・階層 のなかで二義的 に取り上 げられたにすぎない。 それに続
く，新古典的な アプロ ーチでは，非公式な組織 が注目さ れ， そこでの人間行
動が研究対象となったが，非公式的組織 は公式的組織 と対立的 な関 係として
位置づけられて いた。 この影響を受け たバーナードは， 非公式的組織 を公式
的組織の相互依存的， 補完的な立場 に引 き上げた上 で， 組織を人間行動から
規定しようとしたのである。 サイモンは組織を人間行動 に先行す る意思決定
で合成された ものと して とらえ る。 バ ーナ ード が組織を コ ミュ ニケ ーショ
ン・ システムと したのに対 して， サイモ ンは意思決定 システムと措定 したの
である。 このシステム論的組織観 はバ ーナードから受 け継 いだ ものであ る。
サイモンによれば，組 織は個人 の意思決定前提 に影響 を及ぼす ために， コ
ミュニケーショ ンを活用 する。 その結果，組織におけ る意思 決定主 体である
個人は， バーナードが描 いたコミュニケ ーション・ システ ムによって互 いに
連結すること にな る。 つ まり組織 は， 命令，情報，助言 などが流 れる情報 シ
ステムとなったのである。 そこで の人間は「組織 のコードを用いて情報（意
思決定前提）を処理 す る主体として」あらわれてくる19）。しかしこの時点 では
まだ サイモンは環 境との適 合を図 る情報処理主 体として の管理者 （個人）像
を明確に描 ききっていない。
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年代から1970 年代にかけて， ウッドワード(J.Woodword-1958
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－1967 年）,ト ンプ ソン（J.D.Thompson-1967 年）など によ って，コンテ ィ
ンジェンシー理論（contingencytheory ）が大いに研究されるようになる。
簡単 にいえば， これは組織 の環境 の多 楡|生への適応の仕方 につ いての実証研
究か ら導 き出さ れた理論であ る。 管理者 の職務 が， ある一定 の状況 に依存す
るという点 を 強調 して いる のが ポイ ントであ る。 こ れは， いわ ゆ るオ ープ
ン・ システム観点を組織分析に取 り入 れたものであ る。 この考え方 は，行動
科学的アプ ロ ーチの研究対象 であるモティベーション， 職務 満足， リーダ ー
シップの型, 組織構造 ，そして技 術といった組織変数 にも応用さ れてい った。
コンティ ンジェ ンシー理 論 は， それまでの伝統的管理論 や人 間関係論に対
す る挑戦的な結論を導 き出 す。 前者に対してはその組織原則 の普遍性への疑
問，後者に対 しては官 僚制 モデルにみら れる機械的組織構造 の有 効の可能性
であ る。つまりす べて の組織 に適応 する唯一最善（justonebestway ）の原
則などないとい うことであ る。 ただ， こうしたアプロ ーチは， 管理原則論な
ど の唯一最善指向 に対す る アンチ・ テーゼとして とらえ るので はなく，「経
験的，あるいは理論的知 識の一般 的度合いが比較的強いレベ ルか ら， 相対的
に個別の状況 を考慮 す る変数を とり入 れようとするレベルへの展開」 と考え
るべきだとの見解 もあ る0。いま一 つは, 非効率的組織構造 とみなさ れていた
官僚制が， ある一 定 の状況下で は，最 も有効であ るか もしれないという見解
である。このように1970 年代 にわたって，このコンティ ンジェ ンシー・ アプ
ロ ーチについての大 規模な研究がなされたが，いくつかの問題点 も指摘さ れ
ている。 それは①環境 のとらえ方 の不十分さ，②組織内の利 害集団 について
の考慮の不十 分さ，③実証研究 の方法自体の限界，④技術 尺度 の もっ 困難 と
いった問題 であ る2）。
こうした従来の コンティンジェ ンシー・ アプ ローチでは説明で きなかった
問題を説明す る考え方 として，情報処理（informationprocessing ）パ ラダ
イ ムが登場してくる3）。こ の情報処 理パラダイ ムは，不確実性対 処パ ラダイム
とも呼ば れる もので，環境 と組織，技術と組織との適合関 係について， 組織
の不確実性対処 とい う視点 か ら説明 しようとするものであ る。 それによれば
組織は不確実性とい った環境 の多m 吐つまり情報負荷を減少 させるために，
組織 は情報処理 に最 も効 率的な構造 をつ くる必要がある。
そこで次に，管理者を情報 中枢セ ンターとして描く， ミンツバ ークを取り
上げ，組織と環境 の狭間 に位置する情報処理主体としての管 理者の役割をみ
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て みることにしたい。2.
ミンツバ ーグ一 晴報処理者 としての管理者
伝統 的な経営管理論 である管 理過 程 論が “管 理者 が理論上 行 ってい るは
ず” としていることが，実際の管理者 行動 を観察 す るとかなり違 ってい る。
こう七だ理論と実践 の垂離 の方向を 修正 しようとす るのが ミンツバ ーグの考
え方 である3）。彼は行動科学的な用語 であ る役割（role）概念を用いて管理者
の行動 を分析する。役割とは「同一 の オフィ スや地 位にみられる組織化され
た一連 の行動」であ る4）。管理者 は，①象徴役割， リーダ ー役割，連結役割 か
らなる対人役割（interpersonalroles ）,②モニ ター役割，情報伝播者役割，
広報者役割からなる情報役割（informationalroles ）,③企業家役割，妨害処
理者役割， 資源配分者役割， 交渉者役割か らなる意思決定役割 （decisionroles
）を担当してい る。これらの役割 は一つ ひとつ分離 した ものではない。
一つ の結合された全体として管理者 の役割 を構成 している。 トップから職長
（foreman ）に至 るまで，この10 の役割（行動）はすべて の管理者 の仕事 に共
通 している。
各管理者は，組織単 位とその環境 の間 に位置 し, 組織単位をその環境 に適
合さ せるため，情報処理 システムとしての機能を果 たしている。彼 は好意的
に情報を提供して くれる，自ら開拓 した組織 や環境 の内外 晴報提供者でで き
た人的 ネットワークの維持・発展 に務 める。 こうして，数多 くの情報源か ら
広範 囲な外部 と内部 の情報を受け取 った後，連結役割 といった対人役割を通
じて情報を伝送 していく。 この時， 伝播者 として の管理者は，組織 の有効|生
の基準 に照らして正否の判断を要 する事実情報（factualinformation ）と，
選考 や信念とい った主観に もとづ き正否 の判断を要 しな い価値情報 （valueinformation
） の二つ の情報 を取り扱 う。 いろいろな圧力が組織決定への影
響 を目的として加えられる。管理者 はこれらの情報を理解し，情報源の影響
力 に応じて優先順位を決定し， それを組織的価値 として伝播するのであ る。
モニ ターや情報伝播者役割とは逆 に組織 の外部環境 に情報を伝送する役割
が広報者役割であ る。管理者は，組 織に影響力 を及 ぼす上位階層者や外部 の
組織関 係者 に情報を提供しなければ ならない。 というのは，利害 や情報を共
有 す ることによ ってのみ，連結のネットワ ークが維持で きるからである。 こ
のよ うにして管理者 は，組織と環境 から情報を受 け取 り,ft 報を組織の内・
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外 部 に移 転 さ せる 神経 集中 セ ン タ ーと し て の役 割 を果 た して い る。
管 理者 の仕 事 の中 で最 も重 要 な部 分 が意 思 決 定 役 割 であ る。 なぜ な ら， 彼
らが 神経 中 枢 セ ンタ ーと して情 報 に最 も近 い と こ ろ に いて 情 報 を握 って い る
か らであ る。 ミ ンツバ ー グは， こ の意 思 決定 役 割 を サ イ モ ンの 意思 決定 プ ロ
セ スの三 分 法（trichotomy ）を 用 い て 記述 す る5）。つ ま り, ① 意思 決 定 に必 要
と な る 条 件 を 見 き わ め る た め 環 境 を 探 索 す る 情 報 局 面 （intelligencephase
）, ② 可 能 な 行 為 の 代 替 案 を 発 見 し， 開 発 し， 分 析 す る 設 計 局 面
（designphase ）, そ して ③利 用 可能 な行 為 の 代 替 案 の うち か ら 「あ る特定 の
も のを選 択 す る選 択局 面 （choicephase ） に 対 応 す る役 割 と して， イ。 企業
家 役 割,a. 妨 害処 理 者 役 割， ハ。 資 源 配 分 者 役 割 を 記 述 す る。 イ は， たえ
ず 組 織 を モ ニ タ ー し， 問 題 の検 索 と そ の 改 善 の可 能 性 を 模 索 す る役 割 で あ
る。 口 は， 組 織 に と って重 大 な， 予 期 しな い妨 害 に 直 面 し た時 ， 可 能 な代 替
案 の選択 し， そ の処 理 に あ た る役 割 で あ る。 ハ は， あ らゆ る種 類 の経営 資 源
の 配 分を 取 り扱 う役 割 であ る。 さ ら に四 つ 目 の役 割 と し て主 要 な取 引場面 で
組 織 の代 表 者 とし て責 任 を負 う交 渉 者 役 割 を 付 け 加 え る。 こ の よ う な10 の
役 割 は，管 理 者 が 組 織内 で は全 般 経 営 者 で あ る が， 特 定 の専門 化 さ れ た一 連
の役 割 （行 動 ） の遂 行 を求 め ら れ た専 門 家 で あ る こ とを 示 唆 して い るの であ
る。
組 織 に は管 理者 が必要 であ る。 と い うの は， シ ス テ ムの 不完 全 性 と環 境 の
不 確 実性 か らの要 請 もさ る こ とな が ら， 公式 的 な 権 限 シ ステ ムが， 基 本 的 で
規 則的 な職務 遂 行 を必 要 と して い る か ら であ る。 ミ ンツバ ー グは,10 の役割
を 用 いて ①組 織 の財 と サ ービ スの能 率 的 生 産 の確 保 ， ② 組 織 業 務 の安 定性 の
設 計 と維持 ， ③変化 す る環境 へ の統 制 さ れ た方 法 で の組 織 の適 応, ④ 組織 メ
ンバ ーの 目的 の充足 の確 保, ⑤ 組 織 と環 境 と の間 の情 報 の連 結者 と して の任
務， そ して ⑥ 組 織 の身 分 シス テ ムの管 理 と い った管 理 者 の基 本的 な職務 を 明
らか に し た。
バ ーナ ー ド は人 間 が 個人 の力 で は な し得 な い 目的 を達 成 しよ うと す る時，
そ の限 界 や 制約 を 克 服 す る ため に つ く りあ げ る協 働 行 為 と して， ま た サ イモ
ンも人 間 の認 知 能力 の限 界 を 克服 す る た め の階 層 と して 組 織 を 措定 す る。 い
ず れ も人 間 の能力 を 組 織 と い う場 にお い て， 合 理 的 に活 用 す るこ とで， 自 ら
の目 的を 達 成 しよ う とす る もので あ る。 そ う し た目 的 を も って 組織 に 参加 す
る個人 に対 して， 組 織 は， 誘 因 と して物 質 的 ， 非 物質 的報 酬 を提 供 す る こ と
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で，個人の貢献意欲を確保するためのコミュニケーション・システムである
情報システムを構築する。バーナードとサイモンは，組織メンバー全員が意
思決定主体であるところから出発し，サイモンは組織システムを用いて情報
処理をする主体としての人間を暗示する。そして人間を晴報処理主体として
明確に浮き彫りにしたのがミンツバーグである。彼は，バーナードと同じよ
うに，管理者が何をしているのかといった観点,から，管理者一経営者（exec-utive
）の行動を観察し，管理者が情報中枢センターとして主に情報処理主体
としての役割を果たしていることを明らかにした。バーナードとサイモンが
組織メンバー全員を意思決定主体として論述したのに対し， ミンツバーグは
管理職務に焦点を絞り込んだ。 ミンツバーグは,1960 年代から1970 年代後
半にかけて大規模に研究されたいわゆるコンティンジェンシー理論をも取り
入れ，チャイルド（J.Child）とともにネオ・コンティンジェンシー理論家の
一人として挙げられている。ミンツバーグは，とくに管理者行動の共通点を
特徴的に整理することで，管理者には先に述べたような10 の役割があるこ
とを示しだのだが，諸関係のネットワークの形成と維持と管理者の責任関係
に注目したのはコッター（J.p.Kotter ）であった。
3. コッター 一情報創造者としての管理者
コッターは，その研究対象を管理者（manager ）から全般経営者（generalmanager
） に移し， 彼らの行動パターンから有能な管理者像を描こうとす
る6）。そこには企業環境の多様化により経営戦略の重要性が高まったという
背景がある。これまでの環境と組織との関係から，環境の多様性に組織が適
応するという，一種受け身の姿勢から能動的，主体的に情報を創造するとい
う方向への転換がみられる。つまり，管理者が情報処理主体から情報創造主
体へと変身するのである。こうした動きを示唆してくれるが，コッターの進
化論的リーダーシップ論である。
コッターの著作『ザ・ゼネラル・マネジャー』（J.p.Kotter,TheGeneralManagers,FreePress,NewYork,1982.
）は，ウィルモット（H.Willmott ）
によれば，ミンツバーグの方法論上にみられる数多くの限界を克服したもの
であるという7)。コッターは，ミンツバーグが5 人の経営者を調査対象とした
のに対し， 各産業の全般経営者15 人を対象にした結果， 彼らが組織内外の
人々との相互作用，つまりコミュニケーション活動にかなりの時間を費やし
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ていることを発見する。すなわち，全般経営者は，このような情報交換の場，
すなわち人々との接触のネツトワークを通じて，アジェンダ（agenda ）づく
りに
「(コッターやミンツバーグが明らかにした一著者) このようなリーダー
シップは，まさに進化の戦略を促進する管理者行動として考えることができ
るのではないだろうか。進化の長期方向性をもちながら，人的ネットワーク
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を強固にしつつ種や遣伝子の選択淘汰を図ることは，進化の戦略を実施する
リーダーシップの典型である」と10）。
環境との「適合性」あるいは「整合性」をキーワードとして，企業を取り
巻く環境の変化に，環境→戦略策定→戦略のコントロールという一連の過程
を通じて対処していこうとする新しいパラダイムが，戦略経営（strategicmanagement
）概念である。これは，①環境と戦略, ②環境と組織，そして③
戦略と戦略の適合性が組織の維持，存続に重要であるとの認識が高まってき
たからにほかならない。換言すれば，それは組織を時報処理のシステムとみ
なし，そのシステムとしての性能を向上させることが，環境との適合性を高
めることになるという考えである。 ミンツバーグやコッターは，管理行動を
観察することによって，組織内外に情報システムを構築し，つねに不確実性
といった多楡吐を処理する情報処理主体さらに情報創造主体としての管理者
を明瞭に描写したのである。
注
1）鎌田伸一 「管理学へのアプローチー クーンツ・オド ンネルのオペレーショナル・
アプ ローチについてー」『防衛大学校紀要JVol.37,1978 年,p.171.2
』「組織のコンティンジェンシ ・ーセオリーについて」『経済論叢JVol.115,No.3,1975
年,p.33.3
』以下の「情報処理パ ラダイム」についての概説 は，①加護野忠男『経営組織の環
境適応』白桃書房,1981 年,p.89,91 を主 に参照した。4
）Mintzberg,op.cit,p.54.5
）H.A.Simon,TheNewScienceofManagementDecision,Prentice-HallInc.,1977.
『意思決定の科学』産業能率短大出版部,1979 年,pp.57 －58.6
）J.P.Kotter,TheGeneralManagers,FreePress,NewYork,1982. 『ザ・ゼネラ
ル・マネジャー』（金井寿宏，加護野忠男，谷光太郎，宇田川富秋訳）,ダイヤモ
ンド社,1984 年。7
）H.C.Willmott,"ImagesandIdeasofManagerialWork:ACriticalE χamina-tionofConceptualandEmpiricalAccounts",JourunalofManagementstudies,Vol.21,No.3,1984,p.358.8
）拙稿 「経営管理者の職務と仕事についての一考察一 類似性から相違性への転換
－」『経営論集JNo.32,1989 年,pp.116 －118.9
』拙稿「職務活動学派の経営管理論史上の意義一 そのアプ ローチに対する評価－」
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『経営論集JNo.28.1987 年,p.252.10
』野中郁次郎「進化論的戦略の構想」『ビジネス・レビューJVol.31,No.1,1983
年,p.45.
VI. 経営管理論における人間観と組織観の変遷
われわれは，これまで経営管理の黎明期と考えられる1880 年代前後から
現在に至るまでの経営管理論の史的展開を，環境（アメリカの経済，社会労
働環境を中心に）,人間（個人と集団），そして組織（企業）という観点で考
察してきた。そこでの一貫したテーマは，①後に経営管理論の先駆者的存在
として評価される研究者たちが，当時の環境からの要請にどのように応えよ
うとしたのか，②時代時代の企業が抱えた中心的課題を誰が解決するよう求
められていたのか, ③その時支配的であった人間観あるいは組織観がどのよ
うな時代背景から醸成されてきたのか，といったことであった。また，①～
③までを吟味することによって，今後の経営管理論の進路を検討することも
本稿の目的であった。
それでは以下，本稿を通じて各テーマについて明らかになったことをみて
みよう。
1. 伝統的アプローチ
（1) 組織環境の変化＜経済危機，企業統合，労働組合運動＞1870
年代から1890 年代にかけてのいく度かの経済不況は， 費用低減の要
請と組織設計の改良への関心を高めた。組織は生き抜くためにカルテルやト
ラストによって合併・統合を推し進めた。こうして巨大化した統合企業は,金
融市場からの資金調達に迫られ，その結果，いわゆる所有と経営の分離が起
こり，専門経営者が出現してくる。
一方，作業場や工場は，新しい道具や機械を巧みに操作する熟練工と大量
の移民労働者という不熟練工が共存する状態となる。金銭的な誘因で組織に
参加する彼らにとって，最大の関心事は賃金支払制度であった。経営者の任
免権をふりかざした力による管理に対して，労働者は，職場内レベルでは組
織的怠業，さらには企業横断的レベルでは労働組合運動で対抗するようにな
る。ここに，管理への関心が芽生えてくるのである。こうした環境からの要
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請に応え るものとして， テイ ラーによる作業 の科学化 の方法である「科学 的
管理」が登場 して くるのであ る。 また，同 じような状態 にあ ったフ ァヨ ール
は，管理者教育 の必要性を訴え， 原則 によって，人間 の有機的 統合物 であ る
社会体を構造化・組織化しよ うとしたのである。
（2） 課題 の解決者＜機械技 師， 企業行政者 ＞
外部環境 の変化 に伴い，組織 内部 で は生産の組織的合理性 と経済合理性を
追求 する必要 があ った。 そ の直接 の任 にあ たったのが機 械技 師 た ちで あ っ
た。彼らは元来，工学的知識を用 いて，効率的 な生産工程づ くり に務めてい
たが，上で述 べたような作業 場内 の不熟練工を無駄なく活用す るという，生
産能率向上 に対 する責任を もたさ れるよ うになる。つ まり彼ら はコスト概念
といったような会計士 に必 要な能力 を要求 されたのであ る。
こうした環境か らの要請 に応え る形で出て きたのが，「科学的管理」であ っ
た。 技師で もあった テイ ラーは， 組織的怠業や労働運動といった問題を新 し
い制度によって解決 しようとした。 彼は，生産 の組織的合理性を達成 するた
めに人的要素に注目 し，作業 の科学化を実践したのである。 また， フ ァヨー
ルも，職能からなる階層組織を作 り，管理原則 にしたがって管理的職能を遂
行する行政者として の管理者 に生産性 の向上 と労働問題 の解決 の任を与え た
のである。
（3） 伝統的 アプロ ーチにおけ る人間観と組織観
いわゆる科学的管 理が実践 さ れる以 前の成行管理 （創意と奨励 の管 理） で
の作業 の執行 は職長 によってなさ れた。彼 らは任免権 とい った力 によって労
働者を管理し た。 しかし，彼 の命令や計画が不統一 なため，実際 の作業能率
は個々の従業員 の知識 と主観的判断 に依存 していた。ここでの労働者 つまり
人的資源は他の経営資 源と同一視 さ れ，労働力 商品 とみなされて いた。工場
においては，会計 や購買 や材料 の保管 が無計画，無秩序 になさ れ，組織立 っ
てはいない。
これに対して，科学的管理で は，差別出来高給制度という刺激的な経済的
誘因で，作業 の能率 の向上 を図 る。 そこでの労働者は，成行管 理に みられた
一生産要素としての側面 とと もに， 労働条件 の決定因 であ る賃金労働者とし
て の側面 が強調で きよう。 また組 織 は作業 の科学化 により，無 駄とと もに人
間か ら余裕や自由裁量 を取 り去 った課業 を構造化 した，機械的 な組織となっ
た。
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また管理原則論は，構成員がなすべき役割である職能を階層化することに
よって，社会的有機体（社会体）を管理しようとするものである。とくに各
職能の中で人的資源と直接かかわりをもつ管理的職能が重視されるところか
ら，この管理原則論は，科学的管理の機械主義・権威主義に対して人間主義・
機能主義であるという評価も下されている。
2.人間関係論的アプローチ
（1） 組織環境の変化＜第一次世界大戦，従業員福祉政策，労働組合運動＞
伝統的アプローチにおいても人間的側面への配慮がなされてはいたが，そ
れが（人事に関する）職能や部門という形になうて表面にあらわれてきたの
は，19 世紀末期から第一次世界大戦（1914 年～1918 年）にかけての時期で
あった。第一次大戦前の人事職能の主たる目的は他の職能と同様に生産性の
向上と利潤の獲得にあった。大戦後の好景気とともに人間的側面への関心
は，人事管理部門の発展というかたちで1920 年代に急速に高まっていった。
とくぶ ニO 時期強調された(Djま従業員福祉と安全と健康問題゛あった．CR
ように労働組合との対立を極力避けるために，ほとんどの福祉プログラム
が，従業員の不満を取り除くことに割かれた。
（2） 課題の解決者＜人事管理部門，インフォーマル・リーダー＞
伝統的アプローチへの反動からか,1920 年代以降，組織における人間的側
面への関心が高まった。 とはいうものの，“幸福な従業員は生産的な従業員
である”という考えからも分かるように，企業は作業条件を改善することに
よって生産性向上に結び付けることを目的としていた。こうした高まる労働
組合運動を通じての従業員福祉への要求にあたっていたのが，上でも述べた
ように人事管理部門であった。彼らの主たる職能は，人材の募集，選抜，訓
練そして作業方法の改善，さらには安全衛生問題などであった。1920
年代の中頃から始められたウェスタン・土レクトリック社のホーソン
工場での一連の研究は，人事管理分野にかなりの影響を与えた。この実験は
労働者の生産性と物的要因との相関関係を調べるために始められたのだが，
やがて，生産性は従業員の感情つまり心理状態や対人関係に左右されること
が明らかとなる。例えば，生産制限一組織的怠業などは，組織内での自然発
生的なインフォーマルな小集団のもつ防衛機能の発現である。このように組
織メンバーの社会的欲求の充足を目的として，組織内に自然発生する非公式
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的 な小集団 の社会 統制機能 を果 たして いるのが， イ ンフ ォ ーマ ル・リーダ ー
である。
（3） 人間関 係論的 アプ ローチにおける人間観と組織観
人間関係論 は， 従業員 が組織内 に自然発生 した小集団 であ る非公式的組織
において，社会的 欲求を充足するということを明 らかにした。 そこでの彼 ら
の行動は， 公式的組 織で求 められる費 用や能率 の論理 に基 づ く意識的・合理
的行動ではなく，感情 の論理 に基づく没論理的・慣習的行動 であるというも
のであった。 このよ うに人間関係論では，公式的組織に注目 する伝統的 アプ
ロ ーチの合理的経済的人間観 に対 して，非公式的組織に注目 する社会的人間
観をとっている。 彼 らは経済人ではなく社会人な のであ る。 したがって管理
者 は，彼らの企業 への アイデンティティー（identity ）一 帰属感 とか一体感 と
いった意味であ るー を喚起す る必要 がある。
3. 行動科学（現代人間関係論）的アプローチ
（1） 組織環境の変化＜労働組合運動，第二次世界大戦＞1929
年の大恐慌に続く1930 年代は経済不況の時代であった。 世界中での
ビジネス活動は大幅に減退し，企業の関心はコスト低減，不必要な活動の排
除に向かった。費用がかかりすぎるという理由で福祉プログラムぽかりでな
く，人事部門まで廃止されていく。こう七た不況下において，労働組合の地
位を有利にする法案が可決する。ワグナー法（theWagnerAct-1935 年）で
ある。これは，労働組合の組織する権利を強化し，使用者との団体交渉権を
保証したものである。こうして，経営者の関心は労使関係問題に集中するよ
うになった。
そして第二次世界大戦が勃発した。戦争は量的にも質的にも効率的な人力
（マンパワー）を必要とした。彼らの選抜，配置，訓練のために産業心理学や
行動科学の手法や研究成果が応用されていった。
（2）課題の解決者＜人事管理部門，民主的リーダー＞
労働者が組織に参加する理由の一つに，パーソナリティの集団内での発揮
がある。その目的はマズローの欲求階層説にみるような社会的欲求の充足に
ある。こうした組織メンバーの欲求一目的を満たすとともに，それを組織目
標に一致させる役割がリーダーシップである。例えば，リーダシップの型を，
影響力の集中度や部下との信頼関係の強弱，また仕事との人間への関心の高
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低によって分けると，高業績を引き出すのは，「専制型」「独善型」「無為無策
型」よりも，「民主型」「集団参加型」「チーム型」の管理者の方であることが
わかった。これに対して，状況に応じてリーダーシップの型が異なるという
コンティンジェンシー理論に基づくリーダーシップ論もある。
（3） 行動科学的アプローチにおける人間観と組織観
人間関係論的アプローチに行動科学的な色彩を加えた，この現代人間関係
論とも呼ばれるリーダーシップ論は，組織内の集団の行動に着目している。
すなわち，フォロワ （ーfollower）としての部下が, 管理者のリーダーシップ
によってどのような行動をとるか，そしてそれが集団の生産性，集団の凝集
性，構成員の満足にどのような影響を与えるかを，リーダーシップの型に
よって分類している。これは，民主的なりーダーシップが職務に満足した従
業員を生み出し，より効果的な職務業績を上げ，生産性を向上させるという
ものである。しかし，これに対しては必ずしも職務満足（人間関係）が生産
性と結び付いていないという見解が出てくる。コンティンジェンシー的な
リーダーシップ論によれば，人は状況に応じて適応の仕方を変える複雑人で
あるという。伝統的アプローチによれば，人間は金銭的刺激により労働へと
駆り立てられるという前提に立うていた。しかし，労働者の仕事意欲を高め
るには，こうした物質的な報酬だけでなく，非物質的あるいは精神的な報酬
も効果的であるということをモティベーション論は明らかにする。人間は低
次の欲求が満たされると段階的により高次の欲求を満たすことで動機づけら
れる。したがって，能率改善のためには，伝統的アプローチのように仕事を
細分化したり単純化するのではなく，人間の欲求を満たす動機づけ要因を取
り入れることで職務を充実（enrichment ）させる必要がある。こうして，人
間は外的な報酬を満たすにつれて，内的報酬を満たす自己実現人を目指すの
である。
4. 現代的アプローチ
（1） 組織環境の変化＜第二次世界大戦,ME 技術，コンビコーダ＞
第一次世界大戦時には，徴用や志願による兵隊の配置に（産業）心理学の
成果が利用された。これは第二次世界大戦時も同様で，数多くの心理テスト
が開発され，兵士の訓練や配置に役立った。その後これらのテストは産業用
として採用されるようになった。軍事に携わる研究者たちは一層効率的な武
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器を開発する方 法を探 し求 めるとと もに，学習に関 する応用科学 や人 間工学
に も多大貢 献をした。 その後，軍事目的に開発された多く の技術 が産業 界に
て利用さ れ，産業訓練や管理者訓練に も影響を与え た。
こ うした人的資 源活 用 のた めの アプ ロ ーチが目覚 ましい発 展 を遂 げ る一
方，技術面で もかなり の変化 がみられた。1950 年代に入 ると,1920 年 代に み
ら れたような ベルト・コ ンベ アによ る流 れ作業レ さらには専用工 作機械 を ラ
イ ンに配置した加工工程 の流 れ作業か ら， 介在する人間を取り除 き自動化 し
たト ランスフ ァ ・ーマ シンが登場 する。 そして生産工程 にフィード・バ ック概
念を取り入 れ，それを自動 制御し，集中管理 するプロセス・オ ートメ ーショ ン
がみられるよ うになる1）。やがて，IC（集積回路）の出現により，電子技術 は
急速 に発達し，ついにはマ イクロ・X レクトロニクス（ME ）革命 ともい われ
るようになった。こうしたME 技術 は， オートメ ーショ ン技術，通信技術，
コ ンピュータ技術，制御技術 と結 びつ き，生産部門 ではFA （フ ァクトリー・
オートメーショ ン）, 事務部門 ではOA （オフィ ス・オートメ ーション）を展
開 している。
（2） 課題 の解決者＜管理者， 全般経営者 ＞
組織が存続していくためには， コミュニケーションを通 じて，つ ねに組織
メ ンバーに対 して組織目標を提示 し，物質的あるいは精神的な報酬 とい った
誘因 により，彼 らの貢献を引 き出 さなけ ればならない。 また，外 部環境に組
織目的を適応さ せたり，組織目的 と個人目的 との均 衡を図 る必要 かお る。 こ
うし た組織内外 の環 境へ の適応 の任 にあるのが管理者である。
管理者は，不確実な環 境に組織を適応させるため，組織 と環境 の狭 間に身
を置 き，情報中枢 センターとしての機能を果たしてい る。彼 は組織内外 から
情報を収集し， それを関 係者 に伝播 させるだけでな く，組織情報を 自ら外部
へ広報する役割 も担当 してい る。 つまり，有能な管理者 は環境 に対 して受動
的・客 体的であ るとと もに，能動 的・主 体的に行動するのであ る。 これは環境
に対 して適応的で はな く戦略的な行動を取るとい うことであ る。
（3） 現代的 アプロ ーチにおけ る人間観と組織観
この現代的 アプ ロ ーチでは，管 理者行動 の内容，様式，理由を研 究対 象と
して いる。管理者 は組織 ニ ーズと個人ニ ーズを一致さ せるために， 組織を環
境 に適応させようとする。 この過程 こそが意思決定 の過程 であ る。 こ れは究
極 の目的に至 る手段 として の中間目 標，つ まり戦略的要因を求 める過程 でも
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ある。
こうした意思決定は，なにも管理者だけでなくすべての組織メンバーが下
している。しかし，人間は皆選択する際，その基盤としてすでに受容してい
る前提があるので，その範囲内で合理的な選択をするしかないのである。組
織は合理性追求のために，組織内部をコミュニケーションリレー トで張り巡
らし，情報システムを構築しなければならない。
情報処理者あるいは中枢センターとしての管理者は，組織内外の人的つま
り情報ネットワークを使って情報収集・伝達だけでなく，主体的に情報を創
造していくことになる。このことは，組織メンバーが他人によって管理され
る立場から，自らを管理者なき管理の状態に至ることを示唆している。
注
1）田村剛「人間と労働：技術機械による歴史的変化」『オフィス・オートメーショ
ンJVol.11,No.5,1988 年,pp.12 －13.
むすびにかえて
本稿では，アメリカ経営学の基本的性格である経営管理（組織）論の歴史
的系譜をたどることによって，各学説が登場してきた経緯あるいは背景を考
察してきた。その目的は，①研究者たちが当時の環境からの要請にどのよう
に応えようとしたのか, ②その過程で各学説がどのような人間観や組織観を
もっていたのか, ③当時の企業が抱えていた経営課題を誰が解決するよう求
められていたのか，ということを追究することであった。
これまでアメリカ経営管理論における人間観と組織観の変遷は，仕事の合
理性と人間への配慮（関心）の程度の高低によって説明されてきた。つまり，
伝統的アプローチでは，合理的な仕事の仕組み，組織づくりに経営管理者の
関心が向いていた。人間関係論的アプローチでは，仕事の合理性ぺの飽くな
き追求過程での，副産物（unexpectedfacts ）であった人間（従業員）関係
への配慮の重要性が関心の的となった。さらに，現代的人間関係論的アプ
ローチと呼ばれる行動科学的アプローチでは，人的資源の有効利用を目的と
して，人間の外的条件（環境）だけでなく，内面（心理）にまでその考察範
囲を広げたのである。しかし，人間への配慮がかならずしも生産性向上に結
経営管理論における人間観と組織観の変還147
びっ かなか った。そのための経営管理者 の関心 は，環境 の変化を意識 した新
たな人間観 ならびに組織観に基づく合理的な仕事 の仕組 みづ くりに向かうこ
と となる。 換言すれば， この人間観と組織観 は，①仕事 の組織づくり，②人
間 の組織づ くり， そして③人間のため の仕事 の組織づ くり と展開 して きたと
いえ よう。
こうした経営管理者の仕事や人間への関心 の度 合を振 り子のぶれや楕円形
の長径や短 径に置 き換えて説明す る研究者 もいる。例え ば, 振り子 の重 りが，
最初仕事 への関心という方に振 れ， 次にその反動 で人間 への関心という方 に
振 れる。 そして， 現在 は再び仕事への方向 に向 かいつつ あるという ものであ
る。 いま一 つ は，工藤達男教授（専修大学） のよ うに楕 円形 の描き方に例え
るものであ る0。楕円形 は，二つの定点 に固定 させた糸 に鉛筆をひっかけ，遠
心方向に鉛筆 を引 っ張り一周させると描け る。 その際， 二つ の焦点と鉛筆で
できる糸 の三角形 の2 辺， いわゆる長径や短 径を仕事と人間への関心 の程度
として説明す るものであ る。つ まり， そこで展開 される人間観 や組織観は，
経営管理者 の仕事への関心 が高い時は人間 へめ関心 が低 い，反対に人間への
関心が高 い時 は仕事への関心 が低いというものであ った。当然，管理 の型 も
その時ど きの関心に基づく ものであった。
そこで考え られることは，振り子 や楕円形 で の重 りや糸 の動 きに例えられ
るように，人間 への高い関心一仕事 への低い関心 という位置から再 び仕事へ
の高い関心一人間 への低い関心への シフトが みられたかあ るい はこれからみ
ら れるか， ということであ る。つ まり， 現代的 アプ ロ ーチで の人間観・組織
観 にそのよう な傾向 がみられるかどうかであ る。1950
年代 に入 ると，確かにイギリスを中心 に再 び仕 事への関心が高 まって
くる。 経営管理者 の職務 の複雑性を説 き明 かそうとする職務活動学派 （theworkactivityschool
） の台頭である。 それは従来 の工場 での作業分析の考
え方をオフィ スの経営管理者 の仕事分析 に応用 しようとする ものであ った。
また，組織内 部だけでなく，組織と外部環境 の関係 に着目 する研究 も活発に
なり，こうした動 きを契 機と して，経営管理者 （の仕事）が協働体系という
コミュニケ ーション・ システム，情報 システ ム， あ るい は情報 ネット ワーク
にとって中枢 センターとして不可欠な存在であ るということが明 らかにさ れ
た。外部環境に適応し， さらにはそれに影響 を与 え るため に， 彼らと部下 の
関係 は，管理者 と被管理者といった対立的，主 従的 な関係 から，意思決定者，
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情報処理者，そして情報創造者といった情報を媒介として補完的，協働的な
関係に変わうていかざるをえなくなった。すでに人間と組織両者への十分な
配慮なくしては，組織は維持存続できない状態に至ったのである。
企業内外の環境からの要請により企業経営の担い手は，資本家から専門経
営者に移った。その後彼らの関心は，管理，組織，人間（個人と集団），環境
そして情報へと変わっていった。一方労働者も時代時代の経営課題ととも
に，その扱われ方も一生産要素から意思行動者，意思決定者，情報処理者，
そして情報創造者へと変えられていった。
そこにはつねに組織内外の環境に適応しようと努力する企業経営者の姿が
みられる。彼らは環境の多楡|生や不確実性を処理するために組織を変身させ
てきたのである。つまり究極の組織目的を達成するために，手段としての目
的を連続的，連鎖的に達成していくことによって，組織と環境との動的均衡
を図ろうとしてきたのである。この過程を生物とのアナロジーでとらえて企
業進化論を唱える向きも出きた2）。また，一方では，最近，自然的実体と社会
的実体に固有の“ ゆらぎ”（fluctuation）の概念を経営組織に敷延し，その
動的均衡を説明しようとする向きも出てきた3）。
旧来こうした組織固有のゆらぎを統制していたのが一部のトップマネジメ
ントであった。しかし，組織が激変する環境に適応するためには，積極的に
組織に揺さぶりをかける必要が出できた。その一つの証左が， ミンツバーグ
やコッターらの管理者の役割論にみられるミドルマネジメントの役割の強調
にあらわれている。また，最近叫ばれている企業内起業家あるいは戦略型ミ
ドルの要請などもこのような動きのあらわれであろう（ただ，経営戦略論で
暗示される管理の型である“管理者なき管理”あるいぱ 自己組織化 ”<self-organizing
〉については，本稿では扱えなかった。これについては今後の課
題としたい）。
このように，経営管理者の抱く人間観や組織観が，わずか百数十年という
短い期間の中でこれほど変化したのは，人間と仕事，そしてそのシステム的
統合物としての組織，さらにはそれらに影響を及ぼす外部環境とその他諸々
の要因の相互作用にほかならない。人間観や組織観は，ひとえに経営管理者
自身の経営哲学あるいは理念に依存しているといえよう。換言すれば，彼ら
の経営哲学が人間観や組織観といった形で発現される。したがって，彼らの
経営管理思想の観察者であり先導者たらんと欲する研究者は，その時代時代
経営管理論における人間観と組織観の変還149
の支配的管理思想， つまりパラダイ ムを研究し， 当時の組織環境 の変化と課
題 の解決者を注意深く観察する必要 があろう。
注
1）工藤達男 『経営管理過程論の史的展開』学文社,1979 年,p.78,283 レ2
）野中郁次郎 『企業進化論一情報創造 のマネジメントー』 日本経済新聞社，1989
年.3
）文言，北原貞輔，伊藤重行「“ ゆらぎ ”とは何か」『 オフィ ス・オートメーションJVol.9
，No.1,pp.26 －32.
